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1．委員会の準備過程と構成 

1.1 準備過程 

1.1.1 第一回日本心理学会将来構想検討委員会準備会 

  常務理事会より，検討体制と検討事項の提示を受ける。（2006 年 5 月 7 日） 

  検討事項に基づき，準備のために日本心理学会第 70 回大会時にシンポジウム“日心の将

来をどうするのか？――アメリカ心理学会（APA）にみる心理学会の将来像――”を実施。

（2006 年 11 月 5 日） 

 

1.1.2 第二回日本心理学会将来構想検討委員会準備会 

  常置委員会としての位置づけのもと，委員会構成と検討方針・検討事項の確認・討論を行

う。（2007 年 4 月 15 日） 

 

1.1.3 日本心理学会将来構想検討委員会発足 

  総会にて正式に常置委員会としての規程案が承認され，日本心理学会将来構想検討委員会

が発足。委員の委嘱が完了。（2007 年 6 月 17 日） 

 

1.2 委員会の構成と検討および会議の持ち方 

  委員会のもとに 4 つの専門委員会（新規事業・組織改革・職能・教育研究）を設置し，基本

的に，年 2 回の全体会議（日本心理学会大会時前後と 2 月）開催と年 3 回の専門委員長会議（4

月，7 月，12 月）を開催。あとは，各専門委員会レベルでメール会議を含む会議を適宜もって

いく。 

委員長，専門委員長，委員の全 18 名は別表を参照（任期は 3 年で，2007 年 7 月―2010 年 6

月まで）。 

 

1.3 報告書の作成 

2007,2008 年度の 3―4 月に常務理事会に第 1 次報告書を提出し，6 月の総会で中間報告を行

う。最終報告は 2010 年 4 月に常務理事会に提出する。 
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2．検討の経過 

2007 年度 

（1）第一回専門委員長会議（2007 年 7 月 17 日） 全体課題の確認と専門委員会課題の調整 

 （2）第一回全体会議（2007 年 9 月 17 日） 課題に対する提案事項の概要の報告 

 （3）第二回専門委員長会議（2007 年 12 月 17 日） 新規課題を含む提案内容の検討 

 （4）第二回全体会議（2008 年 2 月 28 日） 常務理事会への第 1 次報告についての討論 

 2008 年度 

（1）第三回全体会議（2008 年 4 月 29 日） 常務理事会への第 1 次報告書の確認 

（2）第一回常務理事会中間報告（2008 年 4 月 30 日） 第 1 次報告書に関する意見交換 

（3）第三回専門委員長会議（2008 年 7 月 31 日） 本年度の全体課題の確認 

 （4）第四回全体会議（2007 年 9 月 19 日） アンケート調査に向けての準備状況報告 

   日本心理学会第 72 回大会時にシンポジウム“心理学ワールドにおける日本心理学会と

日本心理学諸学会連合の役割―日心アンブレラ化をめぐって―”を実施。 

 （5）第四回専門委員長会議（2009 年 1 月 11 日） アンケート調査項目の最終検討 

 （6）第五回全体会議（2009 年 2 月 15 日） アンケート調査実施計画・体制の確認 

 2009 年度 

（1）第六回専門委員長会議（2009 年 7 月 25 日） アンケート調査結果の報告 

 （2）第五回全体会議（2009 年 8 月 26 日） 答申執筆方針についての討議 

   日本心理学会第 73 回大会時にラウンドテーブル“日本心理学会は将来どのような学会

を目指すのか―将来構想に関するアンケート調査の結果から”を実施。 

 （3）第七回専門委員長会議（2009 年 10 月 18 日） 各専門委員会の答申案検討（1） 

 （4）第六回全体会議（2009 年 12 月 20 日） 各専門委員会の答申案検討（2） 

 （5）第七回全体会議（2010 年 3 月 4 日） 最終答申案の検討 

 

3．主要課題 日本心理学会アンブレラ化についての概要（委員長 田島信元） 

3.1 検討課題と検討方針・検討経過について 

3.1.1 検討課題の受託 

本委員会の検討課題は，第一回日本心理学会将来構想検討委員会準備会（2006 年 5 月 7

日）において，常務理事会より提示された以下の（1）―（4）の 4 点と，第一回全体会議で

理事長から提案のあった（5）の 1 点である。 

（1）心理学ワールドが一つにまとまっていく方式を目指し，日本心理学会と日本心理学諸

学会連合（以下，日心連とする。）との関係を明らかにしていくこと 

（2）心理学専攻希望学生の減少を阻止する資格制度のような出口の拡充と，高校生への教

育活動といった入口部分の充実化 
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（3）10 年前の将来計画委員会答申にはなかった職能団体としての事業のあり方の検討 

（4）短期的視点（業務体制の強化など）だけでなく，中長期的展望を持った構想の提案 

 （5）業務体制の継続性を保証する執行部体制などの改革の検討 

 

3.1.2 検討方針と検討過程 

本委員会は，上記の受託課題について，まず 2007 年度は 1997 年 6 月に提出された日本

心理学会将来計画委員会の答申を基盤に，各専門委員会で検討課題を分担し検討を重ねた結

果を第 1 次報告としてまとめた。その結果，受託課題の“心理学ワールドにおけるアンブレ

ラ組織構築の道筋”の検討が中核となり，これが解決すれば他の受託課題の大半が解決する

ことを確認した。 

2008 年度には常務理事会において第 1 次報告書についての意見交換や，日本心理学会第

72 回大会時にシンポジウム“心理学ワールドにおける日本心理学会と日本心理学諸学会連合

の役割―日心アンブレラ化をめぐって―”を組むなどして，委員会外の意見を求め，日本心

理学会を中心に，日心連との連携のあり方を含めたアンブレラ組織構築の実現に向けての検

討を行った。その上で，第 1 次報告書の提言内容に関し，広く日本心理学会会員（ランダム・

サンプリングで 1438 名，回収 317 名，回収率 22%）および日心連加盟の日本心理学会を除

く 38個別学会の執行部役員の意識と実態を調査すべく，アンケート調査を行うこととした。 

2009 年度は，アンケート結果の集計，分析を行うと同時に，日本心理学会第 73 回大会時

にラウンドテーブル“日本心理学会は将来どのような学会を目指すのか―将来構想に関する

アンケート調査の結果から”を組んで，アンケート結果の報告と意見交換を行った。その結

果，調査対象者の大半がアンブレラ組織の早急な実現に賛同を示していることや，構築に向

けての筋道の選択においても動向が示され，委員会としては，前回の将来計画委員会答申を

土台とし，アンケート結果を尊重する報告で，最終提言を行うこととなった。同時に，この

種の委員会としては初めての常置委員会となったことを受けて，今後の本委員会に継続的課

題を提起することになった。 

 

3.2 日本心理学会を中核としたアンブレラ組織構築への道筋について(概要)  

 主要課題となった“アンブレラ組織構築の道筋”は“受託課題（1），（3）”に対応する問題

であり，主として組織改革専門委員会（丹野委員長）において検討されてきたが，常に，本委

員会の会議でも検討されてきた課題でもあるので，提言についての概要を述べておく。 

 

3.2.1 第 1 次報告書における提案 

まず，第 1 次報告書において提言された内容を概括すると，以下のようになる。 

 

（1）唯一の社団法人としての日本心理学会は，たとえ法人制度が変更になっても，その価
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値は変わらないと考えられ，心理学ワールドのなかでの責任性という観点からも心理学ワ

ールドの社会に対する代表的存在を担うべきだと考えられる（新規事業・組織改革専門委

員会報告参照）。 

 

（2）アンブレラ化への道筋は，日本心理学会そのものがボトムアップ的に組織改革してい

く道筋がある（組織改革専門委員会報告参照）。 

 

（3）もう一つのアンブレラ化の道筋は，日心連との関係で，以下のような道筋もあり得る。 

①日心連常任理事会に対する日本心理学会常務理事会からの合同検討委員会提案（提案そ

のものは逆のルートをとる可能性もある）による検討開始を前提とする。 

②手続きとしては，日本心理学会を“日心連型日本心理学会”と“個別学会型日本心理学

会”に分離することを前提とする。法人格については，新法人制度に基づき“日心連型日

本心理学会”は公益法人を申請し，“個別学会型日本心理学会”はいくつかの他個別学会同

様，一般法人を申請する。 

③両タイプに，会費，資格認定料に基づく予算措置を講じる。 

④現“日心連”と“日心連型日本心理学会”は合体して新法人“日本心理学会”を構成す

る方向で検討する。 

⑤新法人“日本心理学会”は，これまで考慮されてきた“アンブレラ機能”を果たし，現

個別諸学会の事務関係を集約的に行うとともに，個別諸学会の独自の意思決定権，機関誌

編集・発行権等を中核とした独立性を尊重する。会員の所属先や会費納入先については議

論を要するが，基本的には，個別諸学会の一つを基幹学会として登録する会員の複数他個

別学会への大会参加，投稿権を認める形で，個別諸学会の大同団結を図る。 

⑥まず日本心理学会において分離された“日心連型日本心理学会（新法人‘日本心理学会’）”

と“個別学会型日本心理学会”との間において先行モデル的制度を構築し，他個別学会の

参加を順次要請していく。個別学会によっては一般法人の税負担等のコストを避けるため，

法人格を取らない形で新法人“日本心理学会”傘下に加入する可能性もあると考えられる。 

 

（4）心理学諸学会の大同団結は社会的責任として不可避的であることの意思統一は図られ

てきているが，それを更に押し進めることが新法人“日本心理学会”の課題でもある。そ

の延長上に，“検討課題（3）”の資格問題や職能団体としての事業のあり方がある。これ

は，社会状勢の変化にも依存するし，日本心理学会アンブレラ化の進展をふまえながら検

討する（職能専門委員会報告参照）。その際，資格認定の機構（認定心理士，心理学検定と

いう基礎資格から各個別学会連合認定の職能資格まで）は新法人“日本心理学会”が担う

方向で検討するのが筋である。これも，日本心理学会の改革と並行して，現“日心連”と

の合同検討委員会での検討が必須となる。 
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（5）以上の点は，2010 年の最終報告を待たず，可能なところから常務理事会で検討いただ

きたいと考えている。とりわけ，現“日心連”との合同検討委員会の設立についての検討

は早急に願いたいところである。 

 

3.2.2 最終提案 

 以上のような提言に対し，常務理事会や日本心理学会年次大会時のシンポジウム・ラウン

ドテーブルにおける意見交流に基づきさまざまな検討の要望事項が出されたが，基本的には

“アンブレラ組織構築の道筋”を具体的に示すように要請を受けたことや，アンケート結果

の“早急なアンブレラ組織構築を求める”という調査対象会員の総意もあり（詳しくは 5.1 組

織改革専門委員会参照），最終的に，以下のような提案を行うことになった。 

 

（1）アンブレラ団体への道筋 

 アンブレラ団体を達成する道筋として，本専門委員会では，“トップダウン方式”と“ボ

トムアップ方式”を提案する。両者は二者択一的なものではなく，両立が可能なものであ

る。しかも今回の提案で重要なことは，日本の心理学ワールドが諸外国でも主流となった

アンブレラ組織の早期の構築が必須であることや，現在がその好機であることを確認する

とともに，日本心理学会がそのリーダーシップを担うことの必然性を強調し，そのために

公益法人化を進めている日本心理学会が独自で開始できる道筋を提案したことである。す

ぐにでも実施のための検討を始めて，可能なところから実施して準備しておくことが望ま

れる。そして，学会内および心理学ワールドに対し常にアンブレラ化の必須性をアピール

しながら，その時々の局面に依存しながらも，常にリードし，いつ心理学ワールドにおい

てアンブレラ組織の構築を進める機運が到来しても即座に対処できるよう，柔軟に使い分

け，また再編していくことが強く望まれる。 

 

（2）トップダウン方式によるアンブレラ化 

 トップダウン方式とは，日本心理学会が独自に，あるいは日本心理学会と日心連が連携

をとりながら統一体を構成して，比較的短期間にアンブレラ化をはかるものである。 

  トップダウン方式を考える場合は，以下の 2 つの方式を第一方式から始めながら，第二

方式へと進む形の時差的な作業を開始する必要があろう。 

 

①第一方式 日本心理学会旗振り方式 

まず，常置委員会“将来構想検討委員会”において日本心理学会が担うアンブレラ組織，

すなわち日本心理学会が中核となる執行体制のもとに，専門個別学会を部門の構成体とし

て迎え入れる変革モデルを策定し，常務理事会，総会で提起する。当然，公益法人として
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の法的な問題のクリア，経済的基盤のクリアを含むものでなければならない。アンケート

で明らかになった“日本心理学会がアンブレラ組織を担う”ことに賛同した日本心理学会

会員の総意も，改めて問う必要がある。 

その上で，日心連に所属する 40 の専門個別学会に対し，日本心理学会のアンブレラ組

織に，その構成部門の一つとなるという形での大同団結を呼びかける。この場合，日本心

理学会の現部門は，後述のボトムアップ方式における部門改革と並行させ，併置の時期を

経て，最終的には廃止となり，現日本心理学会会員は，各専門個別学会が主体となる部門

のどこかに所属することになる。もちろん，これまでより軽い経済的負担で複数の部門に

所属となることがアンブレラ化のメリットとなる。 

システム構築にあたっては，参加を考慮する個別学会との十分な話し合いをもって最終

的なシステムの構築を決定し，実施体制を出発させる。“この指止まれ”方式であり，当初

は参加学会の数は少なくとも，日本で初めての“日本心理学会を中核としたアンブレラ組

織のモデル”を実行に移すことが大事であり，これが機能し，実績をあげてくれば，二の

足を踏んでいた個別学会の参加も促されてくると考えられる。 

この方式の長所は，公益法人化した場合でも，後述のボトムアップ方式を併用しながら，

日本心理学会内部で強力にアンブレラ化を推進していけるところにある。早期にアンブレ

ラ化を求める会員の総意には最適である。もちろんアンブレラ化した日本心理学会の傘下

に個別諸学会が参入しやすい条件の整備が肝要であるが，欠点としては，数は少ないがす

でに法人化している個別学会は，法人を解散しての参入となるという障壁の高さの存在で

ある。そのため，心理学ワールドが 2 分される危険性もあるが，しかし，国資格化への働

きかけだけでなく，国資格が制度化された後の維持，管理などで心理学ワールドの一致し

た動きが求められる現状では，相当の覚悟が個別諸学会に求められることが予想され，最

終的には，分裂の危険は避けられると思われる。何よりもまず，日本心理学会が内部改革

を実行して，それを核に，傘下に参入しやすい個別諸学会との共同作業を早急に始めるこ

とである。 

 

②第二方式 日心連改革案 

日心連の一会員団体である日本心理学会がリーダーシップを発揮し，より強力なアンブ

レラ組織へと導いていく方式である。第一方式を完成させるためにも必要な道筋であると

考えられる。 

現在の日心連は，心理学ワールドの資格問題（基礎資格としての心理学検定実施・心理

学ワールドの統一資格モデル提起・国資格問題の調整など）にその力の 9 割以上を注ぎ込

み，その他の研究・教育問題にはほとんど手が着いておらず，学会組織としての重要な柱

である内外の研究交流や社会に向けての広報活動に至っては皆無の状況である。その理由

は，基本的には日心連が，心理学検定実施以外は，連絡会的な体制を脱しておらず，多数
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決による心理学ワールドの統一的意思表明の役割に限定されているところにある。経済基

盤の問題もあるが，やはり心理学ワールドのアンブレラ組織としての機能が付託されてい

ないのである。ここに，日本心理学会が日心連の執行部でリーダーシップをとって，先述

したような強固な執行部体制と個別学会を構成体とする部門化を中核としたアンブレラ組

織の制度を心理学ワールドに導入することを強力に提起していくことが必要であろう。 

 ただし，この方式は，日本心理学会が公益法人化していることが想定されるために，あ

くまでもアンブレラ組織に改革される日本心理学会に，一民間団体である現日心連が解散

して参入することが条件となる。その意味でも，この方式は第一方式を強力に推し進める

ための補助方式となる。 

 

（3）ボトムアップ方式によるアンブレラ化 

 このボトムアップ方式とは，日本心理学会の中にすでにある部門の機能を強化し，関連

する専門個別学会との連携と融合をはかることによってアンブレラ化を達成しようとする

ものである。 

 その際，日本心理学会がすでに持っているアンブレラ機能を強化していけば，比較的穏

やかにアンブレラ組織となることができる。つまり，各部門が長を選出し大会開催・雑誌

発行・資格管理などの自律的な活動をおこなえるように支援していくことである。ただし，

ボトムアップ方式のアンブレラ化には時間がかかり，各部門がすぐに自律的に活動しはじ

めることは難しいので，以下，短期的，中期的，長期的の 3 つの段階をへてアンブレラ化

をはかる必要がある。 

(a)短期的目標（3―5 年を目途とする） 

  まず，現在の 5 部門が心理学者の実態を反映するかどうかを検討して，新たな部門構成

を考える。実践的心理学を反映させるためには，少なくとも，臨床・教育・産業・司法の

4 部門を設ける必要がある。また，大会でのシンポジウムやワークショップの企画におい

て各部門と他の専門学会との合同企画などコラボレーションを積極的に進める。 

(b)中期的目標（5―10 年を目途とする） 

  各部門と他の専門学会とのコラボレーションを深め，専門学会が，日本心理学会と合同

することを働きかける。日本心理学会と各専門学会との間で，会費の共通化をはかり，会

員の経済的な負担を減らすようにする。また，日本心理学会と各専門個別学会との間で，

名簿や事務局職員，事務局スペースなどの共通化を進め，各専門個別学会の経済的な負担

を減らすようにする。各学会や会員にとって，合同することのメリットを明確にして，専

門学会に合同を勧める。 

(c)長期的目標（10―20 年を目途とする） 

  最終的には，アメリカ心理学会やイギリス心理学会のように，各部門が，各専門学会と

融合する。各部門および個別専門学会は，日本心理学会の財政的な援助のもとに，専門誌
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やニューズレターを定期的に発行し，年次大会を開くなど，独自の研究支援活動や実践支

援活動をおこなう。 

 この方式は，無理なく行えるが，このボトムアップ方式のみでは，傘下に参入する個別

学会の必然性に欠けるところがあり，アンブレラ化の達成は困難かと考えられる。短期的，

中期的目標の部分を強力に推し進めながら，先述のトップダウン方式に再編されていくべ

きものと考えている。 

 

3.3 アンブレラ化を前提としたその他の検討事項 

  各専門委員会に割り当てられた検討事項の最終報告を参照されたい。 

 

4．常置委員会“将来構想検討委員会”の課題 

  平成 22 年 7 月からの常置委員会“将来構想検討委員会”は，第 2 期として，今回の答申を

もとに，以下のような業務を行う必要があろう。仮に，公益法人化の過程で，常置委員会とし

て存続しない場合でも，ワーキング・グループを作って，検討を重ねていく必要があると考え

る。 

 

（1）早急に APA，BPS や韓国・オーストラリアなどのアンブレラ・システムを参照しなが

ら，具体的なアンブレラ組織のモデルを検討，提示すること。場合によっては，視察を含

む調査を行うこと。 

（2）複数の“アンブレラ組織構築の道筋”（トップダウン方式・ボトムアップ方式・その他）

について，具体的な事業遂行手順（フローチャート）を検討，提示すること。 

（3）その他の検討事項についても，常務理事会の要請のもと，改革の方策にかかわる実施

経過について点検・評価の作業を行うこと。 

（4）常務理事会と相談の上，新しい検討事項の探索，方策を策定し，提言すること。 

（5）若い会員の中には，アンブレラ組織について用語そのものから理解していない状況も

見られ，啓蒙活動を行うとともに，日本心理学会会員および日心連に加盟の学会役員に対

し，アンブレラ化に向けての意識の動向についてのアンケート調査を継続的に行うこと。 

 

5．各専門委員会報告 

5.1 組織改革専門委員会（専門委員長 丹野義彦） 

5.1.1 課題と現状分析 

  組織改革専門委員会では，日本心理学会の組織についての現状の問題点を以下の（1）―

（4）にまとめ，改善案を検討した。 

 

（1）日本心理学会のアンブレラ組織としての機能強化 
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 日本心理学会は，多くの領域を包含する学際的な学会である。会員は入会時に以下の 5

つの部門から選択する。すなわち，Ⅰ（知覚・生理・思考・学習），Ⅱ（発達・教育），Ⅲ

（臨床・人格・犯罪・矯正），Ⅳ（社会・産業・文化），Ⅴ（方法・原理・歴史・一般）の

5 部門である。日本心理学会の会員は，多くは大学で基礎的な研究をしている心理学者で

あるが，この 20 年の間に，医療・教育・司法・産業などの領域で実践的な仕事に関わる

心理学者や，大学において実践的な心理学の研究・教育にたずさわる心理学者も多くなっ

た。しかし，日本心理学会は，こうした実践的心理学の成長を認識するのに出遅れ，実践

家の支援には消極的であった。 

 1997 年に出された“（社）日本心理学会将来計画委員会答申”においては，“職能団体と

しての機能の充実”として“①再教育機会とその情報提供，②職業領域の新規開拓と拡充，

③現業従事者の資質と地位の向上”があげられているが，具体的な提案には至っていなか

った。この答申から 10 年以上が経過したが，日本心理学会は，職能団体としての実践支

援をほとんどおこなっておらず，実践的心理学者は，日本心理学会に入会することが少な

い。このため，実践的心理学の学会は，近年会員数を大きく伸ばしているのに対して，日

本心理学会の会員数は約 7 000 名で頭打ちとなっている。日本心理学会は，こうした学会

の中に埋没して，小さな総合学会でしかなくなりつつある。一方，実践的心理学の学会は，

それぞれバラバラに専門資格を作っているために，統一的な資格制度や国家資格制度が実

現しない。1999 年（平成 11 年）には，日心連が結成されたが，学会間の協力関係はまだ

十分とはいえず，国家資格も未だ実現していない。 

 このような問題を解決するためには，アメリカ心理学会やイギリス心理学会が採用して

いるアンブレラ組織（傘団体）の制度が参考になる。 

 

①アンブレラ組織としてのアメリカ心理学会やイギリス心理学会 

 アメリカ心理学会やイギリス心理学会は，近年，アンブレラ組織（傘団体）としての性

格を強め，上にあげた問題を解決している。これらの学会は，巨大なアンブレラ組織とし

て，基礎的心理学の部門と，実践的心理学の部門を統合している。アメリカ心理学会は，

50 以上の Division に分かれており，この中に基礎的心理学の Division と，実践的心理学

の Division が属している。また。イギリス心理学会は，基礎的心理学の 13 の Section と，

実践的心理学の 9 つの Division と，地域別の 7 つの Branch からなり，これらがひとつに

統合されている。 

 各部門は，それぞれ独自の活動を自律的におこなっている。すなわち，各部門が，(a)

部門長を選出し，独自の学会組織を持ち，(b)専門誌やニューズレターを定期的に発行し，

(c)年次大会を開き，(d)独自のメディアを通じて広報活動をおこない，(e)独自の専門資格

を管理し，(f)倫理綱領作成といった実践支援活動をおこなっている。各部門は，互いに競

い合って学術活動や社会貢献活動を活性化させている。 
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 また，会員数や活動規模も拡大している。アメリカ心理学会は約 150 000 名，イギリス

心理学会は約 40 000名の会員数に達している。人口比を考えても，日本心理学会の約 7 000

名と比べて，会員数が多いことは明らかである。また，職員数（常勤・非常勤合わせて）

は，アメリカ心理学会は約 500 名，イギリス心理学会は約 100 名である。これも日本心理

学会の約 10 名と比べると，格段の違いである。 

 アンブレラ組織の大きなメリットは資格問題の解決である。アメリカやイギリスでは，

心理士の資格は国家資格となっている。心理士の資格は，(a)基礎資格（学部レベル），(b)

個別専門資格（大学院レベル），(c)統一資格（国家資格）という 3 つのレベルからなって

おり，アメリカ心理学会やイギリス心理学会がこうした資格を統一的に管理している。イ

ギリス心理学会では，7 つの部会が 7 つの個別専門資格をそれぞれ管理している（例えば，

臨床心理学部門は臨床心理士の資格を管理し，教育心理学部門は教育心理士の資格を管理

する）。それらの個別専門資格を統一して“公認心理士”という国家資格があり，イギリス

心理学会が統括しているのである。 

 以上のように，アメリカ心理学会やイギリス心理学会は，アンブレラ組織となることに

よって，会員数を増やし，研究者と実践家がひとつにまとまって，学術レベルの向上や，

社会貢献や国家資格の実現に成功してきた。これによって，アメリカやイギリスでは，心

理学者の社会的な地位が高い。 

 こうしたアメリカ心理学会やイギリス心理学会の成功を参考にすると，日本心理学会も，

アンブレラ組織としての機能を充実させるべき時期に来ていると考えられる。 

 

（2）会員数を増やす対策 

 実践的心理学の大学院生は増えているものの，基礎的心理学の大学院生は増えていない。

日本心理学会の会員数は約 7 000 名で頭打ちとなり，伸び悩んでいる。今後は，減少に転

じる可能性も高い。会員数という指標が学会の活動規模を正しく示すとは限らないが，前

述のようにアメリカ心理学会（会員数約 150 000 名）やイギリス心理学会（約 40 000 名）

に比べて，はるかに少ない。また日本の他の心理学系の学会と比べても，会員数は少ない。

会員数でみると，日本心理学会は，日本心理臨床学会（会員数約 20 000 名），日本教育心

理学会（会員数約 7 500 名）に次いで第 3 位である。数年後には日本カウンセリング学会

（約 5 000 名）が上回ることになるだろう。このままでは，こうした学会の間に埋没して，

日本心理学会は単なる小さな総合学会にしかすぎなくなるだろう。こうした傾向を食い止

めるためには，何らかの対策が必要と考えられる。 

 

（3）執行部と事務局の体制の検討 

 現行の執行部は 2 年で選挙を迎えるため，継続性を保った活動がしにくい。また，常務

理事 6 名に負担が集中している。こなすべき仕事が多すぎて，目先の対応に追われ，日本
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心理学会の 10 年先，50 年先を見通した仕事がしにくい。そこで，継続性を保った執行部

体制と事務局体制の確立が求められている。 

 

（4）大会の開催方法の検討 

 大会の開催校が毎年変わり，学会開催のノウハウが時期開催校に伝わらず，継続性が保

てない傾向がある。新たな開催校は，毎年同じようなことで苦労を味わう。開催校の教職

員や学生が雑用に駆り出され，へとへとになる。開催校は，雑用に追われて，かえって研

究を阻害するという本末転倒が生じかねない。大会の継続性を高めるための何らかの対応

が必要である。 

 

5.1.2 第 1 次報告書の概要 

 本専門委員会は，現状分析にもとづいて改善案を検討し，第 1 次報告書（平成 20 年 4 月

30 日）にまとめた。その概略は以下の通りである。 

 

（1）日本心理学会のアンブレラ組織としての機能強化 

 上にあげた諸問題を解決する方法として，本専門委員会は，日本心理学会がアンブレラ

組織（傘団体）の機能を強化することを提言した。 

 現在の日本心理学会をアンブレラ組織とするためには，いろいろな道筋が考えられる。

本専門委員会では，“トップダウン方式”と“ボトムアップ方式”の 2 つの可能性を提示

した。両者は二者択一的なものではなく，両立が可能なものである。 

 トップダウン方式とは，日本心理学会と日心連が合同して，比較的短期間にアンブレラ

化をはかるものである。日本心理学会は，すでに多様な領域の心理学関係者が加入するわ

が国唯一のアンブレラ組織であり，また，心理学関係の学会の中では法人格を持つ数少な

い学会として，さらに，日心連を最初に提唱した団体であるという実績もあり，こうした

リーダーシップを発揮することは義務だとも考えられる。 

 一方，ボトムアップ方式とは，日本心理学会の中にすでにあるⅠ―Ⅴの 5 つの部門の機

能を強化し，関連する専門個別学会との連携と融合をはかることによってアンブレラ化を

達成しようとするものである。すでに持っているアンブレラ機能を強化することによって，

時間をかけて穏やかなプロセスでアンブレラ組織となる方式である。 

 短期的には，各部門と他の専門学会とのコラボレーションを進める。大会でのシンポジ

ウムやワークショップの企画において，各部門と各専門学会との合同企画を進める。コラ

ボレーションを進めて，専門学会が日本心理学会と合同することを働きかける。日本心理

学会と各専門学会との間で，会費の共通化をはかり，会員の経済的な負担を減らすように

する。また，名簿や事務局職員，事務局スペースなどの共通化を進め，各専門個別学会の

経済的な負担を減らすようにする。各学会や会員にとって，合同することのメリットを明
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確にして，専門学会に合同を勧める。 

 最終的には，アメリカ心理学会やイギリス心理学会のように，各部門が各専門学会と融

合し，独自の活動を自律的におこなうようにする。 

 

（2）会員数を増やす対策 

 短期的に見ると，例えば，認定心理士の入会を促進したり，学部学生の入会を検討する

など，入会資格を緩めることで会員数を増やすことができる。 

 また，高校生に対する心理学の啓蒙をはかることも必要である。直接会員数の増加に結

びつくわけではないが，“高校生のための心理学”の設置を推進することは，心理学科への

進学者の増加につながるだろう。高校における心理学を教科として採用するように，政府

に働きかけたり，“心理学”を選択できる高校を作るための教員配置を要求したりする。 さ

らに，実践的心理学者の入会を促進する。 

 

（3）継続性を保った執行部体制の確立 

 短期的には，常務理事の増員や任期延長，女性の常務理事の増員，常勤の専務理事の雇

用，事務職員の拡充，選挙制度の見直し，公益法人化などの対応を考える。 

 中・長期的には，常勤事務職員の大幅な拡大をめざす。 

 

（4）継続性を保った大会の開催方法の改革 

 短期・中期的には，大会の準備や運営を専門業者に外注することを考えたり，大会を専

門に担当する事務職員を事務局に配置して，大会準備のノウハウを事務局で蓄積する。 

 長期的には，学会が主催して大会を開くことも検討する（主催校はプログラム作成を中

心におこない，大会の準備と運営は，事務局と専門業者がおこなう）。 

 

5.1.3 アンケート調査の結果 

 学会員を対象にしたアンケート調査（平成 21 年）においては，第 1 次報告書の内容を質

問文として提示し，その賛否および必要性について回答を求めた。 

 質問項目および結果は以下の通りである。質問文の末尾にある括弧内の数値は，“4．妥当・

必要であり，早期に実現あるいは対策を立てることが必要”と“3．妥当・必要であるが，

緊急度は高くない”のうち，いずれかに○をつけた回答者の割合を示している（以下，これ

を“賛同率”とする）。 

 

（1）日本心理学会のアンブレラ組織としての機能強化 

①日本心理学会は，日本心理学諸学会連合と合同して，アンブレラ団体として効率よく機

能する方向性を模索する必要がある。【82％】 
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②日本心理学諸学会連合との連携とは独立に，ボトムアップ方式のみであっても，日本心

理学会はアンブレラ団体への改革を積極的に推進していく必要がある。【52％】 

③アンブレラ団体として成功しているアメリカやイギリスの心理学会を組織的に観察し，

日本心理学会のアンブレラ化の方法を検討する必要がある。【74％】 

④日本心理学会は，現在，Ⅰ（知覚，生理，思考，学習），Ⅱ（発達，教育），Ⅲ（臨床，

人格，犯罪，矯正），Ⅳ（社会，産業，文化），Ⅴ（方法，原理，歴史，一般）の 5 つの部

門からなっているが，これらの部門の機能を強めていくという方式を採用する必要がある。

【45％】 

⑤職業，実践にかかわる心理学徒に日本心理学会に入ってもらうために，新たな部門（例

えば，司法部門など）を設けたり，また，これまでの部門が実践家にとって現状にあって

いるか検討し，教育，産業などを独立した部門にするなど再編成をおこなう必要がある。

【68％】 

⑥各部門の責任者として，“部門長”を選挙で選び，各部門の活動を活発化させる必要があ

る。例えば，部門ごとのニューズレターを発行し，日本心理学会の大会において，各部門

がシンポジウムやワークショップなどを開催することである。【45％】 

⑦日本心理学会の各部門と，専門個別学会との協力関係を深める必要がある。例えば，日

本心理学会の大会において，専門個別学会との合同シンポジウムや合同ワークショップを

開催する。逆に，各専門個別学会の大会において，日本心理学会との合同シンポジウムや

合同ワークショップを開催する。【64％】 

⑧日本心理学会と各専門個別学会との間で，会費の共通化をはかり，会員の経済的な負担

を減らす必要がある。【79％】 

⑨日本心理学会と各専門個別学会との間で，名簿や事務局の共通化などを進め，各専門個

別学会の経済的な負担を減らす必要がある。【76％】 

⑩各個別学会や会員にとって，アンブレラの中に入ることのメリット（経済的負担減，名

簿や事務局の共通化など）は大きいので，それを明確にして，日本心理学会は，各専門個

別学会に対して，日本心理学会というアンブレラの中に入ることを働きかける必要がある。

【74％】 

⑪アンブレラ団体には，国資格問題を統一的に考えられるというメリットがある。これを

強化するため，日本心理学会の中に，国資格推進のための常置委員会を設置する必要があ

る。【74％】 

 

 アンケート結果を見ると，日本心理学会のアンブレラ組織化については，会員の賛同は

強いことがわかる。 

 とくに，トップダウン方式のアンブレラ化に対する賛同率が特に高いことがわかる。項

目①“日本心理学会は，日本心理学諸学会連合と合同して，アンブレラ組織として効率よ
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く機能する方向性を模索する必要がある”への賛同率は 82％であり，項目中最も高い賛同

率であった。 

 一方，ボトムアップ方式のアンブレラ化については比較的低い賛同率であった。項目②

と⑦については，かろうじて半数以上の賛同率が得られた。項目④や項目⑥については，

賛同率は半数以下であった。 

 自由記述欄への回答を見ると，アンブレラ化の必要性については賛成意見が多かった。

道筋については，トップダウン方式を支持するものや，ボトムアップ方式を支持するもの

など，意見が分かれた。心理学者全体の分布から考えると現在の 5 つの部門が現実を反映

していないという意見もみられた。 

 会員の多くはトップダウン方式のアンブレラ化に賛同しているが，どのようなメリット

を期待してのことであろうか。項目⑧は会員にとっての経済的なメリット，項目⑨は各専

門個別学会にとってのメリット，項目⑪は国家資格問題の解決というメリットをあげたも

のである。これらの項目への賛同率をみると，いずれも 70％以上であり，高いことがわか

る。また，項目⑩は，アンブレラ化によるメリットを明確にして，各専門個別学会に対し

て，日本心理学会のアンブレラの中に入ることを働きかけるべきだという意見であるが，

賛同率は 74％と非常に高い。以上のように，日本心理学会のアンブレラ化には多くのメリ

ットがあることが会員に認識されており，そうしたメリットを実現することへの期待は非

常に強い。 

 

（2）会員数を増やす対策 

①会員数の増えている学会として，アメリカやイギリスの心理学会を組織的に観察し，会

員増加の方策を検討する必要がある。【62％】 

②心理学関係の学科の学部学生が“準会員”として入会できるようにする必要がある。準

会員は，年会費は安く，大会では発表はできないが，連名発表者にはなれるようにする。

【52％】 

③認定心理士が会員として入会できるようにはなっているが，今後，もっと入会を促進す

る必要がある。【44％】 

④高校生への心理学の普及を推進する必要がある。高校における心理学を教科として採用

するように，政府に働きかけ，“心理学”という科目を選択できる高校を増やすなどである。

【39％】 

⑤具体的な会員数の目標と達成年度を策定する必要がある。【27％】 

⑥職業的心理学（臨床，教育，産業，司法などの領域）に携わる人々の入会を強化する必

要がある。【67％】 

 

 6 項目の中で最も賛同率が高かったのは，項目⑥“職業的心理学（臨床，教育，産業，
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司法などの領域）に携わる人々の入会を強化する必要がある”の 67％であった。続いて，

項目①“会員数の増えている学会として，アメリカやイギリスの心理学会を組織的に観察

し，会員増加の方策を検討する必要がある”の 62％であった。続いて，項目②“心理学関

係の学科の学部学生が“準会員”として入会できるようにする必要がある。準会員は，年

会費は安く，大会では発表はできないが，連名発表者にはなれるようにする”の 52％であ

った。 

 項目③の認定心理士の入会促進や，項目④の高校生への心理学の普及については，賛同

率は 5 割を下回った。 

 自由記述をみると，会員数が増えないことは日本心理学会が心理学者全体のニーズを満

たしていない危機状況を示すという意見や，会員数を増やすことが質の低下をもたらすの

ではないかという意見がみられた。 

 以上をまとめると，会員数を増やす対策として，職業的心理学（臨床，教育，産業，司

法などの領域）に携わる人々の入会を強化することに対する賛同が強い。その他の対策に

ついては消極的である。 

 

（3）継続性を保った執行部体制の確立 

①常務理事の選挙制度を見直し，改選は半数とするなど，仕事の継続性を保てるようにし

たほうがよい。【75％】 

②常務理事を現行の 6 名から，少なくとも 10 名程度には増員したほうがよい。【74％】 

③日本心理学会の業務に熟知した人を常勤の専務理事として雇用したほうがよい（例えば，

退職した大学教員など）。【51％】 

④女性の常務理事を増やすために，常務理事の中に含める女性の最低の人数を明確化する

規定を設けたほうがよい。【37％】 

⑤事務の常勤職員を，現行の数名から，大幅に増やしたほうがよい。【62％】 

⑥事務局長の権限を一定程度強化し，事務局内でのリーダーシップをより発揮できるよう

にしたほうがよい。【48％】 

 

  6 項目のなかで最も賛同率が高かったのは，項目①“常務理事の選挙制度を見直し，改

選は半数とするなど，仕事の継続性を保てるようにしたほうがよい”の 75％であった。続

いて，項目②“常務理事を現行の 6 名から，少なくとも 10 名程度には増員したほうがよ

い”の 74％であった。続いて，項目⑤“事務の常勤職員を，現行の数名から，大幅に増や

したほうがよい”の 62％であった。項目の女性の常務理事数の明確化，項目⑥の事務局長

の権限強化については賛同率は 5 割を下回った。 

 以上をまとめると，会員の賛同が強いのは，常務理事の選挙制度見直し，常務理事の増

員，事務の常勤職員の大幅増員である。 
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（4）継続性を保った大会の開催方法の改革 

①常勤の事務職員を増やし，そのうち数名は，大会開催に専念できるようにしたほうがよ

い。それによって，大会開催のノウハウを蓄積し，改善していけるようになるだろう。

【74％】 

②開催校の負担を減らすために，大会の実施・運営は，大会運営の専門業者に外注するよ

うにしたほうがよい。【62％】 

 

  2 項目への賛同率はいずれも高い。項目①“常勤の事務職員を増やし，そのうち数名は，

大会開催に専念できるようにしたほうがよい。それによって，大会開催のノウハウを蓄積

し，改善していけるようになるだろう”への賛同率は 74％であり，項目②“開催校の負担

を減らすために，大会の実施・運営は，大会運営の専門業者に外注するようにしたほうが

よい”は 62％であった。 

  自由記述をみても賛同する意見が多かった。 

 以上をまとめると，会員の賛同が強いのは，大会開催に専念する常勤の事務職員の設置，

大会運営の専門業者への外注化である。 

 

5.1.4 組織改革に関する提案 

 以上のアンケート調査結果およびその後の検討に基づき，本専門委員会は最終的に以下の

提案を行うことにした。 

 （1）においては，いろいろな問題を解決する方法として，本専門委員会は，日本心理学会

がアンブレラ組織の機能を強化することを提言した。まず，日本心理学会がアンブレラ組織

となることの意義と責任，メリットについて述べ，どのような道筋でアンブレラ組織化をは

かるかについて提言した。 

 （2）その際に，大きな問題である国家資格の実現に向けた提言もおこなった。 

 （3）会員数を増やす対策については，アンブレラ組織化に沿って具体的な提言をおこなっ

た。 

 日本心理学会がアンブレラ化をはかる過程においては，執行部や事務局体制，大会のあり

方についても，大きな変革が必要とされる。そこで，（4）執行部と事務局の体制の検討，お

よび（5）大会の開催方法の検討については，第 1 次報告書における“継続性”という観点

とともに，“アンブレラ組織化への対応”という観点からの検討が急務となることを新たに提

言することにした。 

 

（1）日本心理学会のアンブレラ組織としての機能強化 
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①日本心理学会がアンブレラ組織となることの意義と責任 

 日本心理学会は，多くの領域を包含する学際的な学会である。現在，日本心理学会は，

Ⅰ（知覚・生理・思考・学習），Ⅱ（発達・教育），Ⅲ（臨床・人格・犯罪・矯正），Ⅳ（社

会・産業・文化），Ⅴ（方法・原理・歴史・一般）の 5 つの部門からなっており，すでに

アンブレラ組織としての骨格は備えている。基礎的心理学から実践的心理学まで，日本に

おける心理学の学会の中では，最も広範な領域を含んでいる。 

 日本心理学会は 1927 年（昭和 2 年）の創立であり，日本における心理学の学会として

は，最も歴史が古い。日本におけるアメリカ心理学会（1892 年創立）やイギリス心理学会

（1901 年創立）に匹敵するのは日本心理学会であろう。 

 1994 年（平成 6 年）に，日本心理学会は，文部省の認可を受け，心理学では最初の社

団法人格を持つ学会となった。現在でも，心理学関係の学会の中では法人格を持つ数少な

い学会のひとつであり，現在は公益法人化に向けて検討が進んでいる。 

 以上のような実績にもとづき，日本心理学会は，今後もこれらの特徴を最大限に生かし，

個別の専門学会とは異なる心理学界全体を見通した活動を積極的に展開することが望まれ

ている。すなわち，日本心理学会は今後積極的にアンブレラ組織のリーダーシップを発揮

することが期待されている。 

  1999 年（平成 11 年）には，日本心理学会の提唱により，日心連が結成された。当初は，

日本心理学会理事長が日心連の理事長を兼任していた。このように，日本心理学会は，日

心連を提唱した団体であるという実績もあり，アンブレラ化のリーダーシップを発揮する

責任があると考えられる。 

 アンケート調査の結果をみても，会員の多くはアンブレラ化に賛同を示している。 

 

②アンブレラ組織になることのメリット 

 アンブレラ組織になることにはさまざまのメリットがある。 

 第 1 は，会員にとっての経済的なメリットである。現在，日本心理学会の会員は，多く

の学会に所属し，多額の年会費を払っている。アンブレラ化すれば，日本心理学会と各専

門個別学会との間で，例えば，会費の共通化をはかって会費を安くすることができ，会員

の経済的な負担を減らすことができる。 

 第 2 は，各専門個別学会にとってのメリットである。アンブレラ化すれば，日本心理学

会と各専門個別学会との間で，名簿や事務局職員，事務局スペースなどの共通化を進める

ことができる。それによって，各専門個別学会の経済面・労力面の負担を減らすことがで

きる。 

 第 3 は，国家資格問題の解決というメリットである。わが国において，これまで心理士

の国家資格が実現しなかった背景には，心理学の諸学会が統一されておらず，意見の調整

がうまくいかなかったという事情がある。日心連が結成されたが，学会間の協力関係は十
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分とはいえず，国家資格も未だ実現していない。これに対して，アメリカ心理学会やイギ

リス心理学会は，アンブレラ組織となることによって，研究者と実践家が全体としてひと

つにまとまって，国家資格の実現に成功してきた。①基礎資格（学部レベル），②個別専門

資格（大学院レベル），③統一資格（国家資格）という 3 つのレベルの資格をひとつの心

理学会が統一的に管理しているため，混乱が生じない。 

 第 4 に，実践的心理学の会員が増えれば，現状分析で指摘した（2）会員数を増やす対

策は自ずと達成される。 

 アンブレラ化に当たっては，成功をおさめているアメリカ心理学会やイギリス心理学会

を組織的に観察するために，日本心理学会の中に，ワーキング・グループ（アンブレラ組

織をめざすためのワーキング・グループ）を設けることが望ましい。 

 

③アンブレラ組織への道筋 

 アンブレラ組織を達成する道筋として，本専門委員会では，“トップダウン方式”と“ボ

トムアップ方式”を提案した。両者は二者択一的なものではなく，両立が可能なものであ

る。会員のアンケート調査においては，トップダウン方式が支持率が高かった。 

 アンブレラ組織化はひとり日本心理学会の内部で進められるものではないので，どのよ

うな方法をとるかは，その時々の局面によって違ってくることが予想される。トップダウ

ン方式がよいのか，ボトムアップ方式がよいのか，あるいはその他の方式がよいのかにつ

いては，その時々の局面によって判断されるべきものであろう。 

 

④トップダウン方式によるアンブレラ化 

 トップダウン方式とは，日本心理学会が独自に，あるいは日本心理学会と日心連と連携

をとりながら統一体を構成して，比較的短期間にアンブレラ化をはかるものである。日本

心理学会は，上述のように，すでに多様な領域の心理学関係者が加入するわが国唯一のア

ンブレラ組織に移行する基盤を持っており，また，心理学関係の学会の中では法人格を持

つ数少ない学会として，さらに，日心連を最初に提唱した団体であるという実績もあり，

こうしたリーダーシップを発揮することは義務だとも考えられる。 

 アンブレラ化を考える場合，必然的に現日本心理学会の構造が変化せざるをえないこと

は言うまでもない。多数の個別部門（個別学会）を下に抱え，それらを統合するのに必要

な執行組織，事務組織を作り上げていくことになる。とりわけ心理学ワールドを代表した

意思形成・決定システムの構築が必要となる。このシステムはアメリカ心理学会，イギリ

ス心理学会を範としつつ，これまでの日本心理学ワールドの経緯を考慮した方式で進める

べきであることを再三提言しているのであるが，大事なことは，アンブレラ化を担う日本

心理学会そのものが，これまでのような日本心理学会の組織を大幅に変革しなければなら

ない，という覚悟と決断が必須となることであろう。 
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トップダウン方式を考える場合は，特に上記の決断がまずなければならない。その上で，

以下の 2 つの方式を第一方式から始めながら，第二方式へと進む形の時差的な作業を開始

する必要があろう。 

‘第一方式 日本心理学会旗振り方式’は，続く将来構想検討委員会において日本心理学

会が担うアンブレラ組織，すなわち日本心理学会が中核となる執行体制のもとに，専門個

別学会を部門の構成体として迎え入れる変革モデルを策定し，常務理事会，総会で提起す

ることである。当然，公益法人としての法的な問題のクリア，経済的基盤のクリアを含む

ものでなければならない。アンケートで明らかになった“日本心理学会がアンブレラ組織

を担う”ことに賛同した日本心理学会会員の総意も，改めて問う必要がある。 

その上で，日心連に所属する 40 の専門個別学会に対し，日本心理学会のアンブレラ組

織に，その構成部門の一つとなるという形での大同団結を呼びかけることになる。この場

合，日本心理学会の現部門は後述のボトムアップ方式における部門改革と並行させ，併置

の時期を経て，最終的には廃止となり，現日本心理学会会員は，各専門個別学会が主体と

なる部門のどこかに所属することになる。もちろん，これまでより軽い経済的負担で複数

の部門に所属となることがアンブレラ化のメリットとなる。 

システム構築にあたっては当然ながら，参加を考慮する個別学会との十分な話し合いを

もって最終的なシステムの構築を決定し，実施体制を出発させることになる。もちろん始

めから全個別学会が参加することは考えられないが，当初は参加学会の数は少なくとも，

日本で初めての“日本心理学会を中核としたアンブレラ組織のモデル”を実行に移すこと

が大事であり，これが機能し，実績をあげてくれば，二の足を踏んでいた個別学会の参加

も促されてくると考えられる。 

以上のような，日本心理学会が旗振り役としてのリーダーシップをとることには，現在

の日本心理学会会員も，また，歴史的には基礎系だけでなくかなり多くの個別心理学会会

員も賛意を表しているところであり（“心理学諸学会連絡会”解散時のアンケート），心理

学ワールドのアンブレラ化への道筋としてはまず最初に着手すべき方式であると考えられ

る。 

この方式の長所は，公益法人化した場合でも，後述のボトムアップ方式を併用しながら，

日本心理学会内部で強力にアンブレラ化を推進していけるところにある。早期にアンブレ

ラ化を求める会員の総意には最適である。もちろんアンブレラ化した日本心理学会の傘下

に個別諸学会が参入しやすい条件の整備が肝要であるが，欠点としては，数は少ないがす

でに法人化している個別学会は，法人を解散しての参入となるという障壁の高さの存在で

ある。そのため，心理学ワールドが 2 分される危険性もあるが，それも覚悟して対処する

ことが必要であろう。最終的には，心理学ワールドの現状をみると分裂の危険は避けられ

ると思われる。何よりもまず，日本心理学会が内部改革を実行して，それを核に，傘下に

参入しやすい個別諸学会との共同作業を早急に始めることである。 
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‘第二方式 日心連改革案’は，日心連という，現在，唯一の個別学会横断型の組織で，

心理学ワールドを代表した意思形成システムを目指しているところにおいて，一会員団体

である日本心理学会がリーダーシップを発揮し，より強力なアンブレラ組織へと導いてい

く方式である。第一方式を完成させるためにも必要な道筋であると考えられる。 

元来，日本心理学会の提唱でできた団体であるだけに，これまで，連合が単なる個別学

会間の意思調整機関としての機能だけでなく，将来的なアンブレラ組織としての活動を構

築出来るような改革に，執行部の選挙制度や委員会活動などに規程的にも，経済的にも力

を貸してきた実績があるのであるが，日本心理学会が主体的にアンブレラ組織としての提

案をしたことはなかった。歴史的には，アンブレラ化構築を切望していた心理学諸学会連

絡会が，日本心理学会のリーダーシップを期待して解散し（参考：解散時のアンケート調

査），日本心理学会主導の日心連に移行したほどであり，その責任は重大なものがある。 

現在の日心連は，心理学ワールドの資格問題（基礎資格としての心理学検定実施・心理

学ワールドの統一資格モデル提起・国資格問題の調整など）にその力の 9 割以上を注ぎ込

み，その他の研究・教育問題にはほとんど手が着いておらず，言わんや，学会組織として

の重要な柱である内外の研究交流や社会に向けての広報活動に至っては皆無の状況である。

その理由は，基本的には日心連が，心理学検定実施以外は，連絡会的な体制を脱しておら

ず，多数決による心理学ワールドの統一的意思表明の役割に限定されているところにある。

経済基盤の問題もあるが，やはり心理学ワールドのアンブレラ組織としての機能が付託さ

れていないのである。ここに，日本心理学会が日心連の執行部でリーダーシップをとって，

先述したような強固な執行部体制と個別学会を構成体とする部門化を中核としたアンブレ

ラ組織の制度導入を提起していくことが必要であろう。 

 ただし，この方式は，日本心理学会が公益法人化していることが想定されるために，

あくまでもアンブレラ組織に改革される日本心理学会に，一民間団体である現日心連が解

散して参入することが条件となる。その意味でも，この方式は第一方式を強力に推し進め

るための補助方式となる。 

  

⑤アンブレラ組織への道筋（その 2） ボトムアップ方式 

 一方，ボトムアップ方式とは，日本心理学会の中にすでにある部門の機能を強化し，関

連する専門個別学会との連携と融合をはかることによってアンブレラ化を達成しようとす

るものである。 

 現在のⅠ―Ⅴの 5 部門は，代議員選挙の専門別区分や，大会の発表区分などに反映され

ている。わが国の心理学の学会の中で，これほど多様な領域の心理学関係者が加入し，ア

ンブレラ機能を備えているものは，ひとり日本心理学会だけであろう。 

 とはいえ，アメリカ心理学会やイギリス心理学会では各部門が長を選出し大会開催・雑

誌発行・資格管理などの自律的な活動をおこなっているのに対し，現在の日本心理学会の
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部門は，それほど自律的なものではない。 

 そこで，日本心理学会がすでに持っているアンブレラ機能を強化していけば，比較的穏

やかにアンブレラ組織となることができる。つまり，各部門が自律的に独自の活動をおこ

なうように支援していくことである。ただし，ボトムアップ方式のアンブレラ化には時間

がかかり，各部門がすぐに自律的に活動しはじめることは難しいので，以下，短期的，中

期的，長期的の 3 つの段階をへてアンブレラ化をはかる必要がある。 

(a)短期的目標（3―5 年を目途とする） 

  まず，現在の 5 部門が心理学者の実態を反映するかどうかを検討して，新たな部門構成

を考える。実践的心理学を反映させるためには，少なくとも，臨床・教育・産業・司法の

4 部門を設ける必要がある。各部門と他の専門学会とのコラボレーションを進める。大会

でのシンポジウムやワークショップの企画において，例えば，第Ⅰ部門と日本基礎心理学

会の合同企画，第Ⅱ部門と日本教育心理学会との合同企画，第Ⅲ部門と日本心理臨床学会

の合同企画，第Ⅳ部門と日本社会心理学会の合同企画などを進めることが考えられる。 

(b)中期的目標（5―10 年を目途とする） 

  各部門と他の専門学会とのコラボレーションを進め，専門学会が，日本心理学会と合同

することを働きかける。日本心理学会と各専門学会との間で，会費の共通化をはかり，会

員の経済的な負担を減らすようにする。また，日本心理学会と各専門個別学会との間で，

名簿や事務局職員，事務局スペースなどの共通化を進め，各専門個別学会の経済的な負担

を減らすようにする。各学会や会員にとって，合同することのメリットを明確にして，専

門学会に合同を勧める。 

(c)長期的目標（10―20 年を目途とする） 

  最終的には，アメリカ心理学会やイギリス心理学会のように，各部門が，各専門学会と

融合する。各部門および個別専門学会は，日本心理学会の財政的な援助のもとに，専門誌

やニューズレターを定期的に発行し，年次大会を開くなど，独自の研究支援活動や実践支

援活動をおこなう。 

 この方式は，無理なく行えるが，このボトムアップ方式のみでは，傘下に参入する個別

学会の必然性に欠けるところがあり，アンブレラ化の達成は困難かと考えられる。短期的，

中期的目標の部分を強力に推し進めながら，先述のトップダウン方式に再編されていくべ

きものと考えている。 

 

（2）アンブレラ化による国家資格の実現と資格の統一的管理に向けた対策 

 前述のように，わが国の心理学の国家資格が実現しなかったのは，諸学会間の調整がう

まくいかなかったことによる。そこで，アメリカ心理学会やイギリス心理学会のように，

アンブレラ組織のもとに，研究者と実践家がひとつにまとまり，①基礎資格（学部レベル），

②個別専門資格（大学院レベル），③統一資格（国家資格）を統一的に管理できるようにな
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ることが望まれる。 

 資格の問題はすぐに解決できるわけではないので，以下，短期的，中期的，長期的の 3

つの段階をへて解決をはかることを提案する。 

(a)短期的目標（3―5 年を目途とする） 

  日本心理学会の中に，資格問題に関する常置委員会を設置する。資格問題が成熟してい

るアメリカ心理学会やイギリス心理学会の資格化の過程と資格管理の実態を組織的に観察

する。 

(b)中期的目標（5―10 年を目途とする） 

  アンブレラ組織化の進行とともに，アメリカ心理学会やイギリス心理学会の資格管理を

参考にして，基礎資格，専門資格，統一資格，国家資格という資格レベルを統一的に管理

する形態をめざす。 

(c)長期的目標（10―20 年を目途とする） 

  アンブレラ組織化の完成とともに，基礎資格，専門資格，統一資格，国家資格の統一を

めざす。 

 

（3）会員数を増やす対策――アンブレラ組織に対応した実践的心理学者の入会促進 

 短期的には，認定心理士や大学学部学生など入会資格を一部見直したり，入会金や会費

の調整，広報活動を強めることで会員数をある程度は増やすことができる。 

 中・長期的にみると，アメリカ心理学会（会員数約 150 000 名）やイギリス心理学会（会

員数約 40 000 名）のように，実践的心理学の会員を増やし，アンブレラ組織化を進める

ことが根本的な会員増加対策であろう。アメリカ心理学会やイギリス心理学会と違って，

実践的心理学者が日本心理学会に入会することが少ないのは，入会してもメリットがない

からである。日本心理学会は，これまで研究者支援はおこなってきたが，実践家の支援を

ほとんどおこなってこなかった。そこで，実践的心理学者の入会のメリットを高める活動

が必要である。具体的には以下のような提案である。 

①実践的心理学に関するシンポジウムなどの大会企画を充実させ，実践家向きの専門誌発

行などの研究支援を充実させる 

②実践心理学に関する研修会（ワークショップ）の開催や，国家資格問題への支援など，

実践支援をおこなう。 

③近年増えている実践的心理学の教育・研究に携わる大学教員は，日本心理学会に入会す

ることは少ないため，こうした大学教員の入会を促進する。 

④現場の実践的心理学者の入会を促すために，少なくとも，臨床・教育・産業・司法の 4

つの部門を設ける。 

 

（4）アンブレラ化に対応した執行部と事務局体制の強化 
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 短期的には，継続性を保つために，常務理事の増員や任期延長，事務職員の拡充，選挙

制度の見直しをおこなう。 

 中・長期的にみると，アメリカ心理学会（常勤・非常勤事務職員約 500 名）やイギリス

心理学会（常勤・非常勤事務職員約 100 名）のように，アンブレラ組織に対応した執行部

と事務局体制を作る必要がある。アンブレラ組織化を進める過程で，執行部と事務局体制

のあり方を本格的に検討し，事務職員の大幅な拡大と組織化をめざす。 

 

（5）アンブレラ化に対応した大会の開催方法の検討 

 短期的には，継続性を保つために，大会の準備や運営を専門業者に外注することを考え

たり，大会を専門に担当する事務職員を事務局に配置して，大会準備のノウハウを事務局

で蓄積する。 

 中・長期的には，アンブレラ組織化に対応した大会開催方法を本格的に検討する必要が

ある。アメリカ心理学会やイギリス心理学会のように，学会全体の大会とは別に，各部門

ごとの大会も開催する。各部門ごとの大会に際しては，日本心理学会は財政面や運営面で

の支援をおこなう。 

 

5.2 職能専門委員会（専門委員長 大渕憲一） 

5.2.1 課題と現状分析 

常務理事会から諮問された検討課題は，職能団体としての日本心理学会の事業のあり方で

ある。 

 

（1）職能団体としての日本心理学会の現状 

①日本心理学会は，教育者・研究者の集団という意味では職能団体であるが，専門的技術

を持って職務に従事する実践家の集団であるという本来の意味での職能団体という性格は

弱い（会員の 6％）。 

②1997 年の将来計画委員会において職能面の強化が提言されたが，そこには二つの意味が

あったと思われる。それは，(a)教育者・研究者としての職能機能の向上をはかること，(b)

実践家向けの事業を拡大し，実践家会員の増加をはかることである。この間の日本心理学

会の活動をこれら 2 点に関してまとめてみると，以下のようになろう。 

a1. 研究者機能の向上は機関誌や大会事業を通して継続して行われ，倫理規程の制定な

ども行われた。 

a2. 教育面では，認定心理士資格によって学部における心理学教育の標準を示したが，

教育者機能の向上という点に関しては，具体的な施策は取られてこなかった。 

b1. この間，国資格化が最大の課題であり，日本心理学会は日心連などを通してその推

進運動の中で積極的な役割を果たしてきた。 
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b2. 一般向の公開講演会・シンポジウムを拡大し，倫理規程に実践家向けの項目を加え

るなど，職能機能の充実に貢献してきた。 

b3. 日本心理学会が主催あるいは支援する認定心理士研修会が各地で実施されるように

なったことは，大きな前進であるが，全体計画のもとで実施されているわけではない

こと，実践家の参加が必ずしも多くないことなどから，日本心理学会の職能事業とし

ては，十分な成果を上げているとはいいがたい。 

 

③全体としてみると，職能団体，特に実践家対象の事業が顕著に拡大しなかったことには，

それなりの理由があったと思われる。日本心理学会には学術団体としての人的資源や制度

上の制約があり，また，職能団体としての性格を強めることに対して会員のコンセンサス

があったかどうかも不明である。今回のアンケートでは実践家会員の増加を望む声が多か

ったが，しかし，職能的性格が強まった APA から研究志向の別団体が生まれたように，

この点は今後も慎重に検討されるべきであろう。 

④実践家団体としての性格が弱いとはいえ，日本心理学会会員の大部分を占める大学教員

には，心理専門職を目指す学生に対して適切な実践家教育と就職支援を行うという職能上

の責任がある。こうした点に関して，日本心理学会は会員に対して有益な情報を提供した

り，研修の機会を提供することができると思われるが，現状ではほとんど行われていない。 

⑤1990 年代，災害や犯罪の増加によって社会不安が高まり，カウンセラーなど心理専門職

に対する社会の関心や需要は高まっているが，資格制度の不備などの理由で，心理学界が

これに十分に応えられているとは思われない。むしろ，近年は心理学専攻生の職域は伸び

悩んでいる。こうした状況を考慮すると，むしろ日本心理学会としては，日本心理学会の

会員増のためというよりも，心理学関連の職域拡大を目指すことが心理学界全体の利益に

も叶い，結果として日本心理学会会員の増加にも繋がるであろう。 

 

（2）心理学専攻者の進路調査 

 以上の現状分析から，今後，日本心理学会が取り組むべき課題のひとつは，心理学関連

の職域拡大ではないかと思われる。文科省の平成 21 年度学校基本調査によると，人文科

学系の就職率は学卒 70％，修士修了 50％，博士修了 40％となっており，全体として高等

教育機関修了者の就職状況は悪化している。こうした社会的状況に鑑みても，この課題の

重要性は高い。しかし，現在，大学の心理学専攻生のうち，どれくらいの者がどのような

分野に進路を得ているかは明確ではない。この課題に取り組み，具体的な施策を構想する

上でも，データ収集が必要と考えて，このほど心理学専攻者の進路調査を実施した（資料

1“心理学専攻者の進路調査から”参照）。 

①2009 年 6 月 30 日，学部・大学院において心理学専攻を担当する 365 の学科・研究室に

対し調査票を郵送し，回答を依頼した。8 月中旬を締め切りとして，143 件の回答があっ
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た。平成 20 年度の大学院修了者，学部卒業者の総数と，それぞれ進路別の人数を回答し

てもらった（印刷ミスで学部版は“19 年度”と記載）。 

②進路は心理学関連とそれ以外に分け，心理学関連は“研究職（大学・専門学校・高専教

員，研究機関研究員）”，“心理専門職（医療・福祉，教育，司法，経営，その他）”，“進学”

の 3 種類に，それ以外は“その他の就職（小・中・高等学校教員，一般公務員，民間企業

社員）”，“その他（未定，不明）”の 2 種類に分けた。これには臨時・非常勤職も含まれる。 

③調査の結果，博士課程修了者・中退者の 7 割は心理学関連分野に就職していた（154 名

中 73%：研究職 53%，心理専門職 20%）。修士課程修了者では 6 割が心理学関連分野へ就

職あるいは進学していた（1047 名中 63%：研究職 2%，心理専門職 51%，進学 11%），学

部卒業者では，心理学関連分野への就職・進学は 2 割弱だった（7411 名中 17%：研究職

0.2%，心理専門職 3%，進学 14%）。 

④全対象者 8612 名中 1154 名は進学，940 名が心理学関連の職業に就いた。進学者も 64%

が心理学関連の職種に就くことから，心理学専攻者全体の約 20%が心理学関連の職業に就

く。 

⑤実践家，即ち心理専門職に就く者の数は，学部卒業者 255 名，修士修了者 542 名，博士

修了者 31 名であった。このうち医療・福祉分野が最も多く，次いで教育で，両者とも広

義の臨床心理職と思われる（合わせて心理専門職の 86%）。司法分野は心理専門職の 5%で，

経営・産業分野はさらに少ないが，就職してからこの分野の職務に就く者もいると思われ

るので，潜在数を合わせるともっと多い。 

⑥今回の調査結果から心理専門職（実践家）の動向に焦点を当てると，その 3 分の 2 は修

士修了者で，大半は臨床心理コース修了者と思われる。一方，学卒者で心理専門職に就く

者の割合は小さいが，実数は少なくない（修士修了の心理専門職の半数に及ぶ）。学卒者の

多くが企業社員となるが，その中には，将来，心理の職務に就くものが含まれていること

を考慮すると，潜在的にはもっと多い。こうした理由から，学部卒で心理関連の職務に就

くものが少なくないことから，そのことを念頭に置いた学部教育をデザインする必要があ

る。 

学校基本調査と比較すると，修士，博士とも他の文系分野に比べて心理学専攻者の就職

率は高いが，高学歴ほど就職が困難になるという状況は同じだった。心理専門職の職域は，

現在は広義の“臨床”だが，司法や経営も少数みられる。欧米では，経営分野で働く心理

専門職の数が非常に多く，今後，日本でも増加する可能性がある。一方，日本においては

裁判員制度や民間刑務所の導入に伴い，司法分野でも心理専門職の需要が高まる可能性が

あり，こうした社会的動向に敏捷に対応する体制を作る必要がある。 

 

5.2.2 職能に関する提案 

(1) 心理学専門職の職域拡大を目指した活動 
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  心理学関連の職域としては臨床・福祉，教育，産業，司法の 4 分野があり，裁判員制度

や民間刑務所の導入，医療・介護領域の政策的重点化，専門職大学院の増加といった社会

情勢の中で，これらが更に拡張される可能性がある。こうした観点からすると，日本心理

学会としては，心理学関連の職域拡大に努力することが重要であろう。このためには，資

格問題の解決とともに，こうした職域における社会の動向をいち早く捉え，これに対処で

きる体制を構築する必要がある。以下に具体的提案を示す。 

 

①会員を対象に，心理学専攻生の進路調査を定期的に実施して，情報を蓄積する。 

②企業・公共団体等の採用担当者に対して心理学専攻生の知識とスキルをアピールする広

報を強化すると同時に，心理学に対するニーズ調査をする。 

③学術会議の分科会“司法と心理学”などの機関と連携を取り，これを通して情報収集を

行うとともに，これに積極的に協力する。 

④これら職域に関して収集した情報を分析し，会員に向けて定期的に報告する。 

 

（2）心理実践家を目指す学生のための大学教育の充実 

 進路調査から分かるように，学部で心理学を専攻した者の約 5 分の 1 が実践家となる。

修士の臨床心理コースに進学して実践家教育を受ける者もいるが，特別な実践家教育を受

けることなく専門職に就く者も少なくない。その教育にあたる会員のために，日本心理学

会としても，学部における実践家教育のあり方について検討を始めるべきである。以下に

具体的提案を示す。 

①学部での実践家教育に関しては，現在のところ，十分な知識や議論が蓄積されていない

ので，第 1 段階として，国内外の教育機関及び教員から情報を収集する。 

②専門委員会を設置して，学部における実践家教育の在り方に関する議論を開始する。 

③次に提案する認定心理士研修会に学部学生が出席できるよう会員の教員にはたらきかけ

る。 

 

(3) 心理実践家向け講演会，研修などの充実 

公開講演会・シンポジウムの活動が拡大されてきたが，実践家に焦点を合わせた企画を

さらに充実させる必要がある。また，全国で認定心理士研修会が実施されているが，日本

心理学会がこれと連携しながら事業を進めることを検討する必要がある。認定心理士の研

修会は，学会員と非会員の心理学専攻者を結びつける重要な場なので，これの活用は日本

心理学会の職能機能を高める上でも有益であろう。以下に具体的提案を示す。 

①公開講演会・シンポジウムにおいて実践家に焦点を当てた企画を充実させる。 

②認定心理士会と連携して研修会の企画を行い，これを実践家向け事業として展開する。 

③実務教育の一環として，在学生が授業の一部として認定心理士研修会に出席できるよう，
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日本心理学会の教員会員にはたらきかける。 

 

（4）実践家会員増のためのその他の施策 

 実践家会員の数を増やすことだけを目標とすることには余り意味はない。むしろ，心理

学関連職域の拡張や心理学専攻生の実践家教育の結果として，それが実現されることが望

ましい。それらを含め，検討すべき課題として以下のような提案を行う。以下に具体的提

案を示す。 

①学部の心理学専攻生に在学中から心理学専門職に関心をもってもらうよう“心理学ワー

ルド”の中で，実践家向けの特集を組み，これを学生に配布する。コストを下げるため，

学生向けの簡易版を作ることも考えられる。 

②職業人を対象とした準会員の資格を設ける。会費を安くし，雑誌送付や研究発表資格は

ないが，大会参加は可能とし，“心理学ワールド”を送付する。 

 

5.3 教育研究専門委員会（専門委員長 渡辺 茂） 

 本専門委員会は 1997 年に答申を出した前回の将来計画委員会にはなく，今回の将来構想委

員会で新たに設置された専門委員会である。教育，研究には多くの課題があるが，本専門委員

会での課題はつぎの 2 つに集約されている。教育については標準カリキュラム制定の可否，研

究については研究倫理の検討である。前者については職能資格や認定・検定と密接に関係する

が，本専門委員会では一定の拘束力をともなう資格のためのカリキュラムではなく，心理学を

学ぶ学生にとって身につけるべき知識，技能を明確化し，また，それらの学生を受け入れる社

会に期待できる知識，技能を提示するためのカリキュラムを検討する。後者については，日本

心理学会倫理委員会で倫理規程制定の作業を行っているので（2009 年制定），具体的な規程を

吟味するのではなく，心理学関連学会の倫理規程の現状分析および制定そのものが持つ意味に

ついて分析する。 

 

5.3.1 課題 

（1）カリキュラム問題 

 本専門委員会の課題のひとつは心理学教育のあるべきカリキュラムの検討であるが，そ

こには以下に述べるいくつかの問題点がある。 

①すでにカリキュラム案が複数提示されており，その上に新たにカリキュラムを提示する

必要性があるのか。 

②カリキュラムの問題は資格と不可分であり，資格のためのカリキュラムはその性質上明

確な制定と一定の強制が必要であるが，それ以外のカリキュラムの場合はいわば理念であ

り，強制は各教育機関の独自性，自主性を損ねることになりかねない。実際，革新的な研

究はしばしば当該分野の正規教育を受けていない研究者によってなされることも事実であ
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る。 

 

（2）研究倫理 

 研究倫理は近年その必要性が社会的にも問われている問題である。ひとつには過度の競

争が捏造，盗用などのリスクを増大させており，また，大学などの研究の場が，社会から

離れているためにハラスメントなどの問題を生みやすいとも考えられる。さらに心理学は

人間を研究対象としており，生命倫理とは異なる意味で，研究の倫理的妥当性が十分に配

慮されなくてはならない分野である。 

 

5.3.2 現状分析 

（1）カリキュラムに関するアンケート調査と既存カリキュラム案の分析 

 本専門委員会では日本心理学会会員のアンケート調査により，会員がカリキュラムにつ

いて何を求めているかを分析し，既存のカリキュラムを比較検討することを行った。 

 標準カリキュラムの必要性については，教育機関が短期大学であるか，4 年制大学であ

るか，あるいは大学院であるかによって回答が異なっている。短期大学では標準カリキュ

ラムの必要性の賛同率は半数以下であるのに対し，4 年制大学においては 35％の回答が緊

急が高いとしており，緊急度は低いが必要であるという回答を含めると 65％以上が必要性

を認めている。しかし，大学院になるとこの賛同率は減少する。これらのことは短期大学

の心理学教育においてはそれほど特化したカリキュラムは求められておらず，また大学院

においてはむしろ大学院による独自のカリキュラムが求められていると解釈できる。換言

すれば，4 年制大学における心理学教育において標準カリキュラムが求められていること

になる。 

 以下に示すのが自由記述の例である。 

・心理学専攻以外の工学，医療などの分野での心理学教育についても議論すべきだ。 

・具体的な教材などをネットで入手できるようにすべきだ。 

・大学 4 年間の教育による認定心理士の社会的意義は疑問だ。 

・大学院教育は拘束すべきでない。 

・学会主導で教科書を作成すべきだ。 

・心理学教育のワークショップを定期的に開催して，意見交換を行いたい。 

・民法，行政法，刑法などを教えるべきだ。 

・高校生，一般人への科学的心理学の普及が重要である。 

・なにもしないのが一番である。 

・画一的な教科書策定はかえって有害であるかもしれない。 

 

  これらの意見は次のようにまとめることが出来よう。 
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①心理学専攻以外の心理学教育の検討 

②心理学以外の教育も必要（法律など） 

③ガイドラインは必要だが画一的な拘束は問題  

④むしろ教材提供をしてほしい 

 

このうち，①と②は重要な問題であるが，本専門委員会の課題である標準カリキュラムか

らは外れる課題であると考えられる。③，④は日本心理学会に求められていることが拘束

のない，いわば緩いガイドラインであり，むしろ授業に利用できる教材バンクのようなも

のの提供が求められていることを示す。実際，日本心理学会におけるシラバス，教材開発

などの必要性は 70％近くの賛同率を得ている。 

 さらに，既存の標準カリキュラムの分析と評価も行った。国内における標準カリキュラ

ムの提言としては日本学術会議・心理教育部会がまとめた“学士課程における心理学教育

の質的向上とキャリアパス”という対外報告がある。また，心理学諸学会連合が行ってい

る心理学検定における分野の指定もまた，カリキュラムのガイドラインと考えることが可

能である。学術会議の報告は米国心理学会がまとめた”Undergraduate Psychology Major 

Learning: Goal and Outcomes”に準拠したものである。この特徴は心理学教育によって獲

得される専門知識（専門的基礎知識，研究法の理解と適用，心理学の実際応用と理解，な

ど 5 項目）と，その過程で身につく教養的側面（情報技術や情報処理リテラシー，効果的

コミュニケーション技術，など 5 項目）を分けて，それぞれの項目で満たすべき学習成果

を挙げている。また，それに基づいて基準カリキュラムを提示している。 

 

（2）日本心理学会における倫理規程の現況分析と評価 

 日本心理学会においては，1991 年に“倫理綱領”が制定され，2009 年には“倫理規程”

を制定している。この倫理規程には学会としての研究倫理のガイドラインが示されている。 

 実際の研究遂行に際しての倫理判断は一義的にはその研究が行われる各研究機関の倫理

規程または倫理委員会の判断にまかされるべきだが，学会として，一定に拘束力を持つも

のとしては①投稿規程，および②退会などの罰則規程，がある。①については，日本心理

学会は 2005 年に投稿規程を改正しており，その中に“倫理チェックリスト”としてクリ

アすべき倫理基準が定められている。②については所属機関でのハラスメントなどによる

処分があった場合，論文盗用，捏造などの問題があった場合の対応になる。 

 2008 年に心理学関連の学会の調査を行ったところ，39 学会中なんらかの倫理綱領を定

めているのは 15 学会（2008 年 2 月時点）で 11 学会はいずれも投稿規程の中で倫理問題

に触れている。うち 4 学会では明示的に捏造，剽窃，二重投稿を禁じており，また，デー

タ保存期間を指定している学会（日本社会心理学会）もあるが，“人権，倫理上の配慮”と

いった抽象度の高い表現にとどまっている学会もある。日本心理学会としては今後，個人
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データの管理（暗号化および元データへのアクセス権の設定など）を投稿規程のなかで定

める必要があると考えられる。なお，投稿規程は倫理規程制定前のものなので，“倫理チェ

ックリスト”においても倫理規程を参照するように修正する必要がある。 

 学会誌に投稿される論文についてはこのように投稿規程による規制が可能であるが，②

の罰則規程では，当該学会の会誌以外の雑誌や学会発表での剽窃なども問題になる。 

 これについては 2 通りの考え方がある。ひとつは学会が関わるのはその学会での活動に

関する行動のみであり，それ以外の活動には関係しない，というものである。もうひとつ

の考え方は，研究者，人間としての倫理に抵触した場合は，たとえ当該学会の活動と関係

なくても退会などの罰則を課すべきだとするものである。後者は通常“本学会の名誉を著

しく傷つけた場合”に退会処分ができる，といった学会規約によって表現されている。 

 しかしながら，日本心理学会の罰則規程は退会（除名）規程であり，それ以外の一定期

間の学会活動（研究発表など）の停止，といってものや，退会処分を受けた者がどのよう

な場合に学会員に復帰できるかといった規程はない。今後，退会（除名）処分に至らない

倫理上の問題行動の処分を考える必要がある。もちろん，ことの性質上，このような場合

はこのような処分，といった規程は難しいので，倫理委員会で処分を定めることになり，

現在の日本心理学会の倫理規程でもそのようになっている。 

 

5.3.3 教育研究に関する提案 

（1）カリキュラム問題 

 アンケート調査の結果を見ると標準カリキュラムは必ずしも学会員から強く求められて

いるものではなく，またカリキュラムを強制すべきでないという意見もある。むしろ，標

準カリキュラムのようなものが乱立することが教育現場に混乱を起こすことが懸念される。

そこで，短期的には，今後の日本心理学会の果たすべき機能として，心理学教育のリソー

スの提供が考えられる。多くの教育機関で独自の教育プログラムやパワーポイント，ビデ

オクリップなど開発しており，それらを提供してもらって日本心理学会が集約的に管理・

提供することなどは比較的容易にできるのではないかと考えられる。ただし，著作権など

を日本心理学会に委譲してもらうといった手続きは必要になろう。 

 中・長期的には，単に教材の提供を求めるのではなく，日本心理学会内に教材開発のた

めの研究開発部門を設置し，効果的な心理学教育に資することが必要であると考えられる。

現在，多くの実験はパソコン上で実施可能であり，そのようなプログラムを日本心理学会

が開発し，また国外のものを国内用に変換して提供することが必要だと考えられる。 

 

（2）研究倫理問題 

 短期的には，投稿規程と倫理規程の相互参照ができるように投稿規程を改めることが必

要になる。中・長期的には日本心理学会の“倫理規程”にふくまれない倫理的な問題行動
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に対する対応を検討する必要がある。また，罰則の種類などは明記されておらず，今後，

そのような作業が必要になると思われる。必要に応じてリーガルアドヴァイザーの設置な

ども必要になろう。倫理判断は固定したものではなく，時代や社会情勢によって変化する

ものなので随時日本心理学会の倫理委員会で“倫理規程”を見直していく作業が必要にな

ろう。 

 

参考資料 

資料 2 社団法人日本心理学会認定心理士認定資格細則別表 

資料 3 「心理学検定」規定 

資料 4 学士課程における心理学教育の質的向上とキャリアパス（日本学術会議 対外

報告  2008 年 4 月 20 日） 

 

5.4 新規事業専門委員会（専門委員長 安藤清志） 

5.4.1 課題と現状分析 

 本専門委員会は，新規事業を企画するにあたっては，単に行うべき事業を列挙するのでは

なく，日本心理学会の将来について何らかの方向性を示した上でそれに関わる事業を提案す

るとの基本方針の下で検討を行うこととした。最も重要な問題の一つは，日本の心理学界の

組織化と日本心理学会の将来の関係に関するものである。組織専門改革委員会からの報告に

も示されているように，日本心理学会の会員数は頭打ちの状態であり，具体的道筋の如何に

かかわらずアンブレラ化を進めることが，日本心理学会だけでなく心理学界全体の“活性化”

につながるものと思われる。日本心理学会が新しい事業を展開するにあたっては，これを基

本方針として，新規事業を優先的に開始したり既存の事業を強化する必要がある。 

 

5.4.2 第 1 次報告書の概要 

 本専門委員会はこれまで，アンブレラ化に貢献すると思われる 4 点に沿って新規事業の可

能性を検討し，第 1 次報告書に示した。その概略は以下の通りである。 

 

（1）日本心理学会の特徴を生かした他学会との差別化 

 日本心理学会は，あらゆる領域を専門とする会員を擁するという現在の特徴を最大限に

生かして，個別学会とは異なる，心理学界全体を見通した活動を展開していく必要がある。

第 1 次報告書では，“個別学会の名誉会員を心理学界への貢献者として処遇する”，“心理

学界の歴史的資料，機器等の保存・体系化”をあげた。 

 

（2）国際交流活発化のための組織的活動 

 国際交流については，既に本学会には専門委員会が設置されており積極的に活動が行わ
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れているが，(1)の方針に沿った活動を行う必要がある。具体的には，“海外研究交流委員

会の設置”“ヤングサイコロジスト招聘制度の導入”が提案された。 

 

（3）広報活動の強化 

 日本心理学会は，学界を代表する学会として，心理学と社会との接点を拡げる活動を展

開する必要がある。具体的には，“学会ホームページに一般向けに啓発的な内容の心理学ト

ピックスを掲載する”，“関連部門と連携して公共広告を企画する”，“大会主催校と連携し

て，大会における主要研究発表やシンポジウム等に関するニュースリリースを行う”，“シ

ンポジウムなどの企画および広報を行う”，“‘心理学ワールド’のあり方の再検討”，“メデ

ィア（新聞社，出版社等）との関係強化”，“ホームページにプレスリリースのコーナーを

設ける”“大会開催時に，主催校と連携してメディア対応をおこなう”，“メディアを対象に

してワークショップ等を開催する”などが提案された。 

 

（4）学会員へのサービス拡充 

 日本心理学会の会員数を増加させるために，本学会に所属することのメリットをさらに

高める必要がある。具体的には，“年会費の値下げ，日心連参加学会員の割引”，“ホームペ

ージ内に学会員の検索機能追加（会員名簿は廃止），他学会所属状況の項目の追加”，“終身

会員の待遇改善（大会参加費の減免など）”，“（研究活動に際して）保険会社の斡旋，手続

きについてのアドバイス等を行う”，“研究助成，公募，求人等の情報提供サービス”“出張

宿泊予約等の情報提供あるいは代行サービス（旅行会社との提携）”，“企画調査委員会（仮）

の設置”などが提案された。 

 

5.4.3 アンケート調査の結果 

 学会員を対象にしたアンケート調査においては，主としてこれら第 1 次報告書の内容を質

問文として提示し，その賛否および必要性について回答を求めた。“日本心理学会の特徴を

生かした他学会との差別化”については，他のセクションの質問項目との関係もあり具体的

な項目とはしなかったが，基本的には，質問紙の冒頭にアンブレラ化に関する質問が配置さ

れていたことから，回答者はアンブレラ化と関連づけて新規事業に関する質問群に回答する

ことが期待された。 

 質問項目および結果は以下の通りである。質問文の末尾にある括弧内の数値は，“賛同率”

を示している。 

 

（1）社会に向けた情報発信  

①学会ホームページに，一般向けに啓発的な内容の心理学トピックスを掲載する。【68%】 

②重要な問題について公共広告を企画し，広く社会に訴える。【67%】 
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③大会主催校と連携して，大会における主要研究発表やシンポジウム等に関するプレスリ

リースを行う。【74%】 

④日本心理学会が費用の一部を負担して，学校や自治体などに心理学者を講師・指導員と

して派遣する制度を設ける。【50%】 

⑤主催校と連携して，メディア関係者を大会へ招待したり大会期間中の対応をおこなう。

【61%】 

⑥ホームページにプレスリリースのコーナーを設ける。【65%】 

⑦心理学への理解を深めてもらうために，メディア関係者を対象にした講演会やワークシ

ョップを開催する。【52%】 

 

 自由記述欄への回答では，“情報発信を十分に行うためには，広報の専門家を加える，

事務職員を増やすなど，組織の強化が必要”という意見の他，“‘心理学ワールド’を活

用すべき”，“学会の監修・編集による一般向けの書籍を発刊する”，“社会現象（血液

型性格判断など）に対する学会としての意見表明をする必要がある”，“企業や自治体と

の共同研究を進める仕組み（専門窓口など）を設けるべき”などの意見が寄せられた。 

 一方で，“各大学が行っている情報発信との差別化を図ることが必要”，“対外戦略の

重点化を図るべきで（資格問題にも関連）”，“現実的な目標（環境，介護など）を設定

したアピールを行うべき”，“メディア側が正しく情報を発信できるような配慮・対策が

必要”，“短期間のうちに学会としての意見を述べることは困難”，“誤った情報を発信

しない配慮（第三者の評価など）が必要”，“意図した通りに情報が伝える工夫が必要”，

“長期的な視点に基づく広報（高校生や大学生を対象とした企画など）が望ましい”など

の意見も寄せられた。    

 以上のように，ホームページや公共広告を利用した情報発信については 7 割程度の回答

者が賛成しており，広報活動の重要さが十分に認識されていることを示している。情報発

信のために重要な役割を果たすメディアとの関係についても，6 割以上の回答者が年次大

会やホームページを利用したサービスを行うことに賛成しているが，メディア関係者のた

めに特別に講演会やワークショップを開催することに関しては，若干，賛同率が下がって

いる（52%)。広報活動に関しては，強化することが必要か否かというよりも，どのような

広報活動を優先的かつ迅速に実施するかを検討する段階にきていると言える。 

 

（2）国際交流の活発化 

①国際委員会の中に“海外研究交流委員会”を設置して，各国の心理学会との間で組織的

な研究交流を活発化させる。【74%】 

②最近共同シンポジウムを組むなどの交流が始まった中国心理学会や韓国心理学会とは，

今後さらに合同学会を定期的に開催するなど，交流の発展を目指すべきである。【68%】 
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③海外の研究者が日本心理学会の大会において発表できるように便宜を図る。【70%】 

④他学会が計画または実施している国際交流活動を支援したり関連情報を会員に広く提

供する。【70%】 

⑤学会ホームページの英語版を充実させる。【72%】 

 

 自由記述欄への回答では，“ホームページの外国語版（英・中・韓＋スペイン語）を作る

べき”，“若手研究者が活動しやすい場所を提供する”，“海外の雑誌への投稿サポートを

行う”，“長期的な計画が必要”，“個別学会の国際交流の調整を行う”などの意見やアイ

デアが寄せられた。以上のように，国際交流の活発化に関しては，いずれに項目についても

7 割以上の賛同率が得られており，可能な事から順次実施に移すことが求められている。 

 

（3）歴史的資料の保存・体系化 

①日本心理学会の中に，歴史的資料の保存・体系化について検討するための委員会を設置

する。【61%】 

②歴史的資料の保存・体系化のため活動に対して必要な予算を計上する。【57%】 

 

 自由記述欄への回答では，“‘心理学研究’の完全電子化”，“論文検索システムの構

築”，“公的資料の作成”，“生の声（インタビューや回顧録）”の保存”，“心理学者

人名事典の作成”，“企業等にある資料の収集，保存”，“インターネット上のデータベ

ースの構築”，“常設展示場の設置”，“個人所有の希少本などの寄贈システムを作る”

などの意見が寄せられた一方，その実行に際しては，“どの（誰の）立場からの歴史かの

判断が困難”，“現在では否定されている内容の扱いに注意”，“所有権を明確にする必

要がある”などの注意点があることが指摘された。質問文は若干説明不足の感があったが，

6 割前後の賛同率が得られており，適当な時期に検討を開始することが望まれる。 

 

（4）会員サービスの拡充  

①会員や社会のニーズを的確に把握し，それに応じた活動を行うために“企画調査室”（仮

称）を設ける。【51%】 

②現在行われている各種研究助成の公募状況に関する情報提供を，より活発かつ明示的に

行う。【77%】 

③（研究活動に伴う）保険について，保険会社の斡旋や手続きについてのアドバイスを行

う。【47%】 

④経常的に旅行会社に委託するなどして，会員が日本心理学会および他の国内外の学会大

会に参加する際のチケットや宿泊予約の代行サービスを行う。【24%】 
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 自由記述欄へは，“日本心理学会が行う必要性に疑問”，“心理学が社会に受け入れら

れるための基盤作りのほうが大切”，“院生会員に対する国内外の学会大会参加へのサー

ビス”，“会費納入手続きの改善（自動引き落とし，コンビニでの振込等）”，“研修機

会の紹介”，“リクルート支援（職能紹介，会員紹介，職場斡旋等）”などの意見が寄せ

られた。 

 以上のように，情報提供については 8 割近い回答者が賛成しており，適切な方法でさら

に充実したサービスを実施すべきであろう。一方，本学会が独自で行うことに関して賛同

率が低いものもあり，さらに活動内容について検討を加える必要がある。 

 

5.4.4 新規事業に関する提案 

 以上の調査結果およびその後の検討に基づき，本専門委員会は最終的に以下の提案を行う

こととする。なお，本年度より既に基金が設立されて活動が予定されている事業や，既に開

始あるいは強化されている事業もあるが，以下ではこうした状況の変化に逐一対応させるこ

とはせずに，現時点における検討結果をまとめる。 

 

（1）新規事業のあり方 

 日本心理学会は，多くの領域を包含する学際的な学会であると同時に，心理学界において

法人格を有する唯一の学会として活動してきた実績がある。本学会は，今後もこれらの特徴

を最大限に生かして，個別学会とは異なる，心理学界全体を見通した活動を積極的に展開す

ることが望まれる。とくに，心理学界のアンブレラ化に関して多くの会員が賛意を示してい

ることを鑑み，新規事業（従来の事業の見直しや停止も含む）を企画するにあたっては，ア

ンブレラ化への道筋を支える方向でその内容を調整する必要がある。 

 

（2）企画調査室（仮）の設置 

 （1）の目的を達成するために，会員の要望や心理学界の状況を的確に捉え，常務理事会と

緊密な連絡をとりながら長期的な視点にたった施策を企画し，その成果等を評価する役割を

果たす企画調査室（仮）を設置する。 

 

（3）広報活動 

 広報活動を（1）に示された方向性に沿ってさらに活発化し，効率よく学会の活動内容や

関連情報を内外に伝えることに重点を置く。具体的には，以下の活動を行う（優先順位を考

慮した）。 

 

①ホームページの運営を主要な業務とする専門的な委員会を設置する。必要であれば外部

の専門家を委員に加える。この委員会は，他の委員会と協力して，ホームページに掲載さ
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れる内容の評価および編集を行う。 

②ホームページに，一般向けに啓発的な内容の心理学トピックスを掲載する。 

③重要な問題について公共広告を企画し，広く社会に訴える（国際心理学会議の主催など） 

④主要な学会活動に関する情報を，個別学会および日心連のホームページやメールニュー

スを通じて提供する（依頼）。 

⑤ホームページに，プレスリリースのコーナーを設ける。 

⑥大会主催校と連携して，大会における主要研究発表やシンポジウム等に関するプレスリ

リースを行う。 

⑦主催校と連携して，メディア関係者を大会へ招待したり大会期間中の対応をおこなう。 

⑧日本心理学会が費用の一部を負担して，学校や自治体などに心理学者を講師・指導員と

して派遣する制度を設ける。 

⑨心理学への理解を深めてもらうために，メディア関係者を対象にした講演会やワークシ

ョップを開催する。 

 

（4）会員および心理学界へのサービスの拡充 

 （1）の方向に学会運営を進めるためには，広報活動の強化に加えて，学会員に対するサ

ービスをさらに拡充するとともに，広く心理学界全体（個人，個別学会，研究会など）に

対して率先してサービスを提供することが必要である。事務局体制の強化や財政的基盤の

問題など，前提となる条件については検討の余地があるが，以下のような項目が考えられ

る（優先順位を考慮した）。 

 

①研究助成，公募，求人等の情報提供サービスを充実させ，広く心理学界に提供する。 

②ホームページに学会員の検索機能を設け（名簿は簡略化または廃止），他学会への入会

状況も項目として加える。 

③日心連参加学会員の年会費について優遇措置を設ける。 

④心理学関係者（たとえば日心連参加学会の会員）に対して，研究活動に伴う保険の斡旋

や情報提供，学会大会における出張宿泊予約等の情報提供や代行サービスを行う（保険会

社，旅行会社との提携を含む）。 

⑤終身会員の待遇を改善する（大会参加費の減免など）。 

 

（5）国際的協力関係の構築 

 本学会には，国際的に活躍し広く海外にネットワークをもつ会員が多数存在するが，学

会としての組織的な国際交流活動は近年ようやく緒に就いたところである。とくにアジア

諸国を中心にして，各国の代表的な心理学関係組織との交流を活発化させる必要がある。

国際交流の企画・実践にあたっては，（1）の方向性に照らして個別学会への情報提供や
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共同作業を行うことが望まれる。 

 

①国際委員会の中に“海外研究交流委員会”を設置し，各国の心理学会との間で組織的な

研究交流を活発化させる。 

②中国心理学会および韓国心理学会との研究交流をさらに発展させる。 

③学会ホームページに英語・中国語・韓国語版を加える。学会活動・歴史の紹介，会長挨

拶，年次大会情報等の主要部分から始め，適宜，内容を拡大する。 

④海外の研究者が日本心理学会の大会において発表できるように便宜（情報提供，参加費

の軽減など）を図る。 

⑤年次大会における海外研究者の連名発表料を無料化する。 

⑥ヤングサイコロジスト招聘制度（仮）を設け，アジア諸国の心理学会を通じて将来性の

ある若手研究者を年次大会等に招聘し，日本の若手研究者と交流する機会を提供する。 

⑦本学会に限らず個別学会や研究機関が計画または実施している国際交流活動に関する

情報を集約したりフィードバックを行うことによって，交流の相乗効果を高める。 

 

（6）国際心理学会議開催に向けた準備活動 

 本学会は，第 31 回国際心理学会議(2016 年)の招致に向けて活動を開始している。“国

際化”，“学界の組織化”，“広報”など長期的な視点に立った活動を実践するに際して，

これらを国際心理学会議の開催（および，その準備）と関連づけることが重要と思われる。 

 

①国際心理学会議開催の意義および日本の心理学界の活動（国資格の必要性を含む）を広

く社会に訴える 

②準備委員会の構成，協賛団体・後援団体の依頼にあたり，個別学会，日心連等との“望

ましい”協力関係を考慮する。 

③国際心理学会議の開催を，本学会の次大会開催（運営）の参考（モデル）とする。 

 

（7）歴史的資料の保存・体系化 

 日本の心理学界にとって，早期にその足跡を印す歴史的資料（実験装置等を含む）を調

査し，それらを体系化して保存するような仕組みを作ることが必要である。日本心理学会

はその特徴を生かし，この活動において積極的な役割を果たすことが望まれる。 

 

①日本心理学会の中に，歴史的資料の保存・体系化について検討するための委員会を設置

する。 

②歴史的資料の保存・体系化のため活動に対して必要な予算を計上する。 

 



将来構想検討委員会 
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心理学専攻者の進路調査から

日本心理学会職能専門委員長

大渕
 

憲一



日心と職能問題

• 職能団体としての日心：教育者・研究者の職能団体ではあるが、

 専門的技術をもつ実務家団体という性格は弱い。（会員の6％）

• 職能面の強化：1997年の将来計画委で提言されたが、国資格化

 運動と一般向講演会・シンポ以外は余り行われてはこなかった。

• 学術団体との兼ね合い：職能面が強まったAPAから研究志向の別

 団体が生まれたように、この点は今後の課題。

• 職能面の責任：大学教員としての会員には、心理専門職を目指す

 学生に対して適切な実務家教育と就職支援を行う責任がある。

• 日心の役割：①職能に関連した大学教育の充実、②心理学関連

 の職域拡大などの面で、今後日心の果たすべき役割を探る必要

 がある。



心理専攻者の進路調査

• 背景：文科省の学校基本調査によると、人文科学系の就職
 率は学卒70％、修士修了50％、博士修了40％だが、このう
 ち心理専門職の割合は不明である。

• 目的：心理専門職を目指す学生に対し、大学において行うべ
 き実務家教育と就職支援のあり方を検討するため、その基

 礎資料として、心理学専攻生の進路を明らかにする。

• 対象：2009年6月30日、学部・大学院において心理学専攻を
 担当する365の教室・研究室に対し調査票を郵送し、回答を

 依頼した。8月中旬現在、143件の回答があった。

• 項目：平成20年度の大学院修了者、学部卒業者の総数と、
 それぞれ進路別の人数を回答してもらった（印刷ミスで学部
 については「19年度」）。



進路項目

心
 理
 関
 連

研究職
「大学・専門学校・高専教員」

「研究機関研究員」

心理専門職
「医療・福祉」、「教育」、「司法」、「経

 営」、「その他」等

進学

そ
 れ
 以
 外

他の就職
「小・中・高等学校教員」、「一般公務

 員」、「民間企業社員」

その他 「未定、不明」



心理学専攻博士課程修了・中退者の進路

心理専門職
20%

他の就職
5%

その他・未定・
不明
22%

研究職（大学
教員・研究員）

53%

総数：154名

回答：73研究科

73%
心理関連

 キャリア



心理学専攻修士課程修了者の進路

心理専門職
51%

進学
11%

その他・未
定・不明

19%

他の就職（教
員、民間企
業、その他）

17%

研究職（大学
教員・研究

員）
2%

総数：1047名

回答：116研究科

63%
心理関連

 キャリア



心理学専攻学部卒業者の進路

心理専門職
3%

進学
14%

その他・未
定・不明
19%

他の就職（教
員、民間企
業、その他）

64%

研究職
0.2%

総数：7411名

回答：125校

17%

心理関連
 キャリア



心理学関連キャリア率

0% 20% 40% 60% 80% 100%

博士課程修了

修士課程修了

学部卒業

研究職 心理専門職 進学 他の就職 未定・その他

17%

63%

73%



心理専門職の内訳

0 100 200 300 400 500 600

博士課程修了

修士課程修了

学部卒業

医療・福祉 教育 司法 経営・産業 その他

31名（修了者の20％）

542名（修了者の51％）

255名（卒業者の3％）



調査からの示唆

• 心理専門職の2/3は修士修了者で、臨床心理コース修了者
 と思われる。

• 一方、学部卒業者では、割合は小さいが、実数は少なくない。
 企業社員の中には、将来、心理の職務に就くものが含まれ

 ている。

• 大学院で臨床心理を学ぶものに加え、学部卒で心理関連
 の職務に就くものがいることから、そのことを念頭に置いた
 学部教育をデザインする必要がある。

• 心理専門職の職域は、現在は広義の「臨床」だが、司法や
 経営も少数みられる。

• 大学の経営学部や法学部で、心理学教師に対する需要が
 ある。経営や司法の職業分野でも、心理専門職の職域拡大

 を目指してはたらきかけを行う必要がある。



参考：博士課程修了者の進路
 学校基本調査（平成21年度）
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参考：Ａ大学文学研究科博士修了者の
 進路（平成20年度）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一般

全修了者

就職 学振PD 未定



参考：修士課程修了者の進路
 学校基本調査（平成21年度）
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人文科学
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参考：学部卒業者の進路
 学校基本調査（平成21年度）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

工学

教育

社会科学

人文科学

就職 臨時職 進学 その他



社団法人日本心理学会認定心理士認定資格細則別表 

 
認定心理士の資格認定を受けるためには，修得単位に関する基礎資格として，下

記のような科目の修得が必要とされる｡すなわち，｢基礎科目｣は a，b の各領域 4

単位以上，c の領域 3 単位以上で，小計が 12 単位以上であること，｢選択科目｣は d，

e，f，g，h の 5 領域中 3 領域以上で各領域 4 単位以上，かつ，5 領域の小計が 16

単位以上であること，これに｢その他の科目｣(i)の単位を加えて総計 36 単位以上で

あることが必要とされる｡ただし，｢その他の科目｣以外の各領域は｢基本主題｣と｢副

次主題｣のいずれかに分類される｡各領域で必要な単位は 4 単位以上であるが，この

4 単位中少なくとも 2 単位は｢基本主題｣に属する単位でなければならない｡残余の

単位分は｢副次主題｣に属する単位でもよい｡｢卒業論文｣は，最大 4 単位までが｢その

他の科目｣(i)の領域の単位として認められる｡ 

 

1) 基礎科目(12 単位以上) 

a．心理学概論 

  ●基本主題 心理学概論，教育心理学概論，基礎心理学，一般心理学，心理学中心の行動

科学概論・行動科学など 

●副次主題 心理学史，社会心理学概論，学習心理学概論，人格心理学概論，発達心理学

概論，臨床心理学概論など 

b．心理学研究法 

●基本主題 心理学研究法，教育心理学研究法，心理学実験法，実験計画法，心理測定法，

心理検査法(人格診断法を含む)，心理統計学，計量心理学，情報処理演習(ただし，心理学

実験データ処理に関する講義・実習)など 

●副次主題 心理統計学でない一般統計学，心理学実験を目的とした情報処理技法，教育

評価法など 

c．心理学実験・実習 

●基本主題 心理学基礎実験，心理学実験，心理学実験実習，心理学実験演習，行動科学

基礎実験，人間行動学実験実習，教育心理学実験実習，社会心理学実験実習など 

●副次主題 心理検査法実習，臨床心理学実習，心理学実験を対象としたコンピュ－タ実

習など 

2) 選択科目(16 単位以上) 

d．知覚心理学・学習心理学 
  ●基本主題 知覚心理学，感覚心理学，認知心理学，学習心理学，思考心理学，情報処理

心理学，数理心理学，言語心理学，感情心理学，行動分析学，認知科学(心理学的立場によ

る)など 

●副次主題 色彩心理学，人間工学など 

  e．生理心理学・比較心理学 

●基本主題 生理心理学，比較心理学，動物心理学，比較行動学，精神生理学，神経心理

学など 

●副次主題 神経生理学，行動薬理学，行動生理学，動物生態学など 



f．教育心理学・発達心理学 

●基本主題 教育心理学，発達心理学，児童心理学，青年心理学，生涯発達心理学，教育

評価，教育測定，教科学習心理学，教授心理学，学校心理学，発達臨床心理学，こども学(心

理学的立場による)，進化心理学など 

●副次主題 教育工学，学業不振児の心理，教師の心理，親子関係の心理など 

g．臨床心理学・人格心理学 

●基本主題 臨床心理学，人格心理学，性格心理学，健康心理学，福祉心理学，異常心理

学，精神分析学，自我心理学，心理療法，行動療法，カウンセリング，面接技法，児童臨

床心理学，障害者心理学，行動障害論，適応障害論，適応の心理，臨床心理学実習，心理

検査実習，犯罪心理学，非行心理学，矯正心理学，教育相談など 

●副次主題 精神医学，行動医学，心身医学，精神保健学など 

h．社会心理学・産業心理学 

●基本主題 社会心理学，実験社会心理学，集団心理学，グル－プ･ダイナミックス，心理

学的人間関係論，対人関係論，対人行動論，対人認知論，コミュニケ－ションの心理学，

マスメディアの心理学，家族心理学，コミュニティ心理学，環境心理学，産業心理学，組

織心理学，労働心理学，消費者の心理，職業心理学，文化心理学，広告心理学，交通心理

学，ビジネス心理学，化粧心理学，被服心理学，社会心理学調査実習など 

●副次主題 社会学的な社会心理学，心理学的な労働科学など 

3) その他の科目 

i．心理学関連科目，卒業論文・卒業研究  原則的に a～h の複数の領域にかかわ

る心理学関連科目。卒業論文，卒業研究は最大 4 単位まで 

 



「心理学検定」規定 

 

第１条  名称 本検定は、日本心理学諸学会連合・心理学検定（１級、２級）と称する。 

 

第２条  目的 本検定は、大学・学部卒業レベルの心理学の知識・能力の客観的到達度

を測定する試験である。この目的で希望するすべての者は受験資格がある。用途としては、

個人が心理学の知識・能力の到達度を知ること以外に、心理学の基礎資格として、大学院

の入学試験、心理学関連の諸資格の認定、あるいは公的機関や企業等での専門知識の証明

として利用されることなどを目指している。 

 

第３条  運営 本検定は、日本心理学諸学会連合・資格委員会に属する心理学検定局に

おいて運営する。 

 

第４条  組織 心理学検定局は、次の２部会で構成する。 

（１） 運営部会：運営・実施を担当する。 

（２） 出題・試験部会：出題と合否判定を担当する。 

 

第５条  運営資金 検定事業運営のための資金は、原則として、日本心理学諸学会連合

加盟の各学会から調達する預かり金、受験料などで賄う。預かり金の調達及び返済の方法

は、別に規定する細則による。 

 

第６条  実施場所・回数 全国５～１０箇所程度の会場で、当面、年 1 回実施する。 

 

第７条  出題方式 多肢選択方式による。 

 

第８条  出題領域  

（１） A 領域（５領域） 原理・研究法・歴史 ／ 学習・認知・知覚 ／ 発達・教育 

／ 社会・感情・性格 ／ 臨床・障害 

（２） B 領域（５領域） 神経・生理 ／ 統計・測定・評価 ／ 産業・組織 ／ 健

康・福祉 ／ 犯罪・非行 

 

第９条  受験料・認定登録料 別に規定する。 
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ሗ࿌᭩ཬࡧཧ⪃㈨ᩱࡢసᡂࠊࡾࡓ࠶࡟௨ୗࡢ᪉࡟ࠎᚚ༠ຊࠋࡓࡋࡲࡁࡔࡓ࠸ 

 

 ஭ཱྀ⏤Ꮚ  ㈈ᅋἲேඣ❺⫱ᡂ༠఍ࡢࡶ࡝ࡇᇛᑠඣಖ೺㒊㛗 

 ⸨ᮏ ㇏  ᮾி㒔❧୰㒊⥲ྜ⑓㝔⢭⚄ಖ೺⚟♴ࢱࣥࢭ  ࣮

 㒊ᐟἩカ⦎⛉㛗ࣥࣙࢩ࣮ࢸࣜࣅࣁࣜ                 
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 ➨ 「0 ᮇ᪥ᮏᏛ⾡఍㆟ࡢᚰ⌮Ꮫ࣭ᩍ⫱Ꮫጤဨ఍ࡀࢃࠊࡣᅜࡿࡅ࠾࡟Ꮫኈㄢ⛬ࡢᚰ⌮Ꮫᩍ⫱

⛉ウศ᳨࣒ࣛࢢࣟࣉ⫱ᚰ⌮Ꮫᩍࠕࠊࡵࡓࡿࡍᨵၿࢆࢫࣃ࢔ࣜࣕ࢟ࡢ⏕ᚰ⌮Ꮫᑓᨷ࡜᪉ࡾ࠶ࡢ

఍ ࡢࡑ࡜ᥦ᱌ࡢ࣒ࣛࣗ࢟ࣜ࢝⫱ᇶ‽ⓗᩍࡢᚰ⌮Ꮫࡿࡅ࠾࡟⛬Ꮫኈㄢࠊ࡚ࡋࡑࠋࡓࡋ⨨タࢆࠖ

㉁ⓗಖドࡢไᗘࡾ࠶ࡢ᪉࡟ࡽࡉࠊᚰ⌮Ꮫᑓᨷ⏕ࢆࢫࣃ࢔ࣜࣕ࢟ࡢಖドࡢࡵࡓࡿࡍ⫋⬟ᩍ⫱

ᚰ⌮ኈ⬟⫋ࠕࡿࡅ⿬௜ࢆࢀࡑ࡜ ࢀࡉ⨨タ࡟᫬ྠࠊࡓࡲࠋࡓࡋᥦ᱌ࢆ᪉ࡾ࠶ࡢᅜ㈨᱁ไᗘࡢࠖ

ᚰ⌮Ꮫศ⛉఍࡛ࠖ࡜೺ᗣ࣭་⒪ࠕࡓ ᚰ⌮ኈ⬟⫋ࠕࡿࡅ࠾࡟་⒪㡿ᇦࠊࡣ ࡋウ᳨ࢆᅜ㈨᱁ࡢࠖ

ၥࡿࡍඹ㏻࡚࠸ࡘ࡟᪉ࡾ࠶ࡢᅜ㈨᱁ไᗘࡸ⫱ᩍ⬟⫋ࡢ⏕ᚰ⌮Ꮫᑓᨷࠊࡣ୧ศ⛉఍ࠋࡿ࠸࡚

㢟ࢆᑂ㆟࡛ࡲࢀࡇࠊ࡛ࡢࡿ࠸࡚ࡋ┦஫࡟㐃ᦠ࡚ࡗྜࡋ༠㆟ࢆ㔜ࠋࡓࡁ࡚ࡡ 

❧☜ࢫࣃ࢔ࣜࣕ࢟࡜㉁ⓗྥୖࡢ⫱ᚰ⌮Ꮫᩍࡿࡅ࠾࡟⛬Ꮫኈㄢࠕࡣᮏᑐእሗ࿌᭩ࠊᯝ⤖ࡢࡑ 

࡚ࡅྥ࡟ ࢆ⌧ᐇࡢࡑࠋࡓࡋ㞟⣙࡟┠6㡯ࡢ௨ୗࢆㄽ⤖ࡿࡍඹ㏻࡟ศ⛉఍ࡢࡘ㸰ࠊ࡚ࡋ㢟ࠖ࡜

ᅜ୪࡟ࡧᏛ༠఍➼ࡢ㛵ಀᶵ㛵࡟せᮃࠋࡿ࠶࡛ࡢࡶࡿࡍ 

 

  㸦㸯㸧⌧௦ࡢᚰ⌮Ꮫ࡟┦ᛂ࠸ࡋᚰ⌮Ꮫᩍ⫱ࡢ☜❧ 

  㸦㸰㸧ㄆドไᗘࡿࡼ࡟Ꮫኈㄢ⛬ࡿࡅ࠾࡟ᚰ⌮Ꮫᩍ⫱ࡢ㈨ⓗಖド 

  㸦㸱㸧࢟ࣕࣜࡢࡵࡓࡢࢫࣃ࢔⫋ᴗே㣴ᡂ࣒࢝ࣜ࢟ࣗࣛࡢᏛኈㄢ⛬タ⨨ 

  㸦㸲㸧⫋⬟ᚰ⌮ኈࡢᅜ㈨᱁ἲไ໬ 

  㸦㸳㸧⫋⬟ᚰ⌮ኈࡢᅜ㈨᱁ྲྀᚓࡢ௙⤌ࡢࡳ☜❧ 

  㸦㸴㸧㧗➼Ꮫᰯࡢᩍ⛉⛉┠ࡢ࡬ᚰ⌮Ꮫࡢᑟධ 

 

ࡽࢀࡇ  6 㡯┠ࡢᐇ⌧ࠊࡣᡃࡀᅜᚰ⌮ᏛࡢᏛၥⓗࠊ♫఍ⓗ㈉⊩ࢆ᥎㐍ࠊࡋᅜẸ୍⯡ࡢ⌮ゎ

ࢆ⌧ᐇ࡞᪩ᛴࡢ┠㡯ࡢࡽࢀࡇࠊࡣ࡚ࡋ࡜୧ศ⛉఍ࠊ࡚ࡗᚑࠋࡿ࠸࡚ࡋಙ☜࡜ࡢࡶࡿࡵ῝ࢆ

ᅜ୪࡟ࡧᏛ༠఍➼ࡢ㛵ಀᶵ㛵࡟せᮃࠋࡿ࠶࡛ࡢࡶࡿࡍ 
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責 1 責 

 

 

࣐ࢿ࣮࢝⪅ᚰ⌮Ꮫ࡞௦⾲ⓗࡢ࣓࢝ࣜ࢔  㸦ࣥ）.０ぐしそごmぐそ㸧ࠕࠊࡣከࡢࡃேࠊࡣ࡚ࡗ࡜࡟㏻ᖖࠊ

฼┈ࡿࡼ࡟࡜ࡇࡿࡀୖࡀຠ⏝ࡢቑຍࠊྠࡾࡼ 㢠ࡅࡔᦆኻࡿࡼ࡟࡜ࡇࡓࡅཷࢆຠ⏝ࡢῶᑡࡢ᪉

࠸ࡁ኱ࡀ ࡼ࡟⦼ᴗࡢࡇࠋࡓࡋ❧☜ࢆᏛ῭⤒ື⾜ࡓࡋྜ⤫ࢆᚰ⌮Ꮫ࡜Ꮫ῭⤒ࠊࡋᐇドࢆ࡜ࡇࠖ

ࠋ࢝ࡓࡋ㈹ཷࢆᏛ㈹῭⤒࣮ࣝ࣋ࣀᖺ㸦ᖹᡂ14ᖺ㸧」00」ࡣᙼࠊࡾ ᚰࡀ⬻ࠊࡣ㈹ཷࡢ࣐ࣥࢿ࣮

ࠊࡀ௦ᚰ⌮Ꮫ⌧ࡿࡍ✲◊ࢆ ணື⾜ࡸἲ๎ᛶࡿࢃ㛵࡟እⓗせᅉࠊෆⓗࡿࡍᙳ㡪࡛ୖࡍฟࡾ๰ࢆ

⛉Ꮫࡢ࡚ࡋ࡜ᆅ఩ࡿ࠸࡚ࡋ❧☜ࢆ㸯ࡢࡘド࡜ゝࠊ࡟࠺ࡼࡢࡇࠋࡿ࠼⌧௦ᚰ⌮Ꮫࡣᡃࡢࠎ⏕ά

ᨵၿࡸୖྥࡢ♴⚟ࡢே㛫⏕άࠊ࡛࡜ࡇࡿࡍゎ᫂ࢆㄽ⌮࡜ἲ๎ᛶࡢᚰࡿࡌ⏕㡿ᇦ࡛ࡿࡺࡽ࠶ࡢ

 ࠋࡿ࠸࡚ࡋ⫣㈉࡟

Ꮫ⛉ࡢၥ㢟࡞㔜せ࠺࠸࡜ゎ⌮ࡢᚰࡢேࠊ࡚ࡗ࠶࡟௦♫఍⌧࠸ࡋⴭࡢⓎ㐩ࡢ⾡Ꮫᢏ⛉ࠊ࡟≉ 

ⓗゎ᫂ࡣᡃࠊ ࠊⅬ࡛ࡢࡇࠋࡿ࠶࡛࣐࣮ࢸ࠸࡞ࡏ࠿Ḟ࡚ࡋ࡜Ꮫ⛉ࡿࡍ⫣㈉࡟♴⚟࡜Ᏻᑀࡢே㢮ࠎ

ᚰ⌮Ꮫࠊࡣ㏆ᖺ㡻࡟㛵ᚰࡢⓗࠋࡓࡁ࡚ࡗ࡞࡜௚᪉ࠊୡ㛫୍⯡ࠊ࡚࠸࠾࡟ᚰ⌮Ꮫࢆᮍࡔ␲ఝ⛉

Ꮫࡢ࡚ࡋ࡜ᇦࢆฟ࠸࡞Ꮫၥ࡜ㄆ㆑ࡶ࡜ࡇࡿ࠸࡚ࢀࡉ஦ᐇ࡛࡞࠺ࡼࡢࡇࠋࡿ࠶ㄗゎࢆᡶᣔࡿࡍ

ࡵ῝ࢆゎ⌮࡞఍ⓗ♫ࠊ࡚࠸ࡘ࡟⫣㈉ࡢ࡬ᛂ⏝㡿ᇦࡢᚰ⌮Ꮫࡸጼࡢ┿ࡢ௦ᚰ⌮Ꮫ⌧ࠊࡶ࡟ࡵࡓ

 ࠋࡿ࠶㔜せ࡛ࡀ࡜ࡇࡿ

 「007 ᖺ㸦ᖹᡂ 1重 ᖺ㸧୰ኸᩍ⫱ᑂ㆟఍኱Ꮫศ⛉఍ࠕࠊࡣᏛኈㄢ⛬ᩍ⫱ࡢ෌ᵓ⠏࡚ࠖࡅྥ࡟

ࠊྛࡋ⾲Ⓨࢆ⏦⟆୰㛫࠺࠸࡜ ᑓᨷศ㔝ࢆ㏻࡚ࡌᇵࠕ࠺Ꮫኈຊ ࡚࠸ࡘ࡟⛬ᩍ⫱ㄢࡢศ㔝ูࢆࠖ

㉁ⓗಖドࡢほⅬྛࠊࡽ࠿ᑓᨷศ㔝ࡢᩍ⫱ㄢ⛬ࢆ෌ᵓ⠏࠺ࡼࡿࡍᥦゝࡢࡇࠋࡿ࠸࡚ࡋⅬࠊࡽ࠿

ᮏᑐእሗ࿌ࠊࡣᚰ⌮Ꮫ࡚ࡵึࢆᏛࡪᏛኈㄢ⛬ࡿࡅ࠾࡟ᩍ⫱ㄢ⛬ࡢᇶ‽ࢆタᐃࠊ࡟ࡶ࡜࡜ࡿࡍ

ᚰ⌮Ꮫᑓᨷ⏕ࡢ⫋⬟ᩍ⫱ㄢ⛬ࠕࡿ࡞࡜ࢫࣃ࢔ࣜࣕ࢟ࡢࡑࡸ⫋⬟ᚰ⌮ኈ ࡾ࠶ࡢᅜ㈨᱁ไᗘࡢࠖ

᪉ࢆᥦ᱌ࡢࡇࠋࡿ࠶࡛ࡢࡶࡿࡍᥦ᱌ࠊࡓࢀࡽ┒࡟Ꮫኈㄢ⛬ࡿࡅ࠾࡟㉁ࡢ㧗࠸ᚰ⌮Ꮫᩍ⫱࢟࡜

ࠊࡀேᮦ⬟⫋ࡿࡁⓎ᥹࡛ࢆ⬟ᢏࡸᑓ㛛ⓗ▱㆑ࡢᚰ⌮Ꮫࠊࡾࡼ࡟ᅜ㈨᱁ไᗘࡢ࡚ࡋ࡜ࢫࣃ࢔ࣜࣕ

ᗈࡃᅜẸ⏕άࡢᚰࡢၥ㢟ࡢゎỴ࡟㛵ࡿࢃ♫఍ⓗ㈉⊩࡟ຊࢆⓎ᥹࡛࡜ࡿࡁᮇᚅ࠶࡛ࡢࡶࡿࡍ

 ࠋࡿ

 

 

 ㏆௦⛉Ꮫ17ࡓࢀࡲ⏕ࡢୡ⣖௨ᚋࠊ⛉Ꮫ⪅㐩ࡢ↛⮬ࡀཎ⌮ゎ᫂ࡓࡅྥ࡟᝟⇕࡜ດຊࠊࡾࡼ࡟

ᡃࡣࠎ⛉Ꮫᢏ⾡ࡢᯝᐇࢆாཷࠊ୍ࡋ࠿ࡋࠋࡿ࠸࡚ࡋ ᪉࡛ࡣ⮬↛◚ቯ࡝࡞⛉Ꮫᢏ⾡ࡋࡽࡓࡶࡀ

⮬ࠊ࡚ࡗ࠶࡟୰ࡢࡑࠋࡿ࠸࡚ࡏࡳࢆᒎ㛤࡞ࡓ᪂ࡶᏛ⮬㌟⛉↛⮬ࠊ࡚ࡵồࢆゎᾘࡢ⏘㑇ࡢ㈇ࡓ

↛⛉Ꮫࡣᡃࡢࠎᚰࢆ๰ࡾฟࡶ࡟⛎⚄ࡢ⬻ࡍ㏕ࠊࡾ࠶ࡘࡘࡾᚰࡢ⮬↛⛉Ꮫࡿࡼ࡟ゎ᫂ࡢ࡬㐨ࢆ

ᣅࡢ⬻ࠊࡋ࠿ࡋࠋࡿ࠸࡚ࡋ࡜࠺ࡇാࡢࡁゎ࡛᫂ࡅࡔᡃࡢࠎ」㞧࡞ᚰࡢື⾜ࡸἲ๎ࢆゎ࡛᫂ࡁ

 ࠋࡿ࠸࡚ࢀࢃゝ࡜࠸ከࡶㄢ㢟ࡣ࡟࡜ࡇࡿࡍ࡜ࡿ

 ᚰ⌮Ꮫࡢᑐ㇟ࠊࡣ⤒῭㡿ᇦ࡟㝈ࡎࡽ⏘ᴗࠊᨻ἞ࠊᩍ⫱ࠊ་⒪ྖࠊἲ࣭▹ṇࠊಖ೺࣭⚟♴ࠊ

ᐙᗞ࣭ ⫱ඣࠊᆅᇦ♫఍࡝࡞ே㛫⏕άࡿࡺࡽ࠶ࡢ㡿ᇦࡢࡽࢀࡇࠊࡾ࠾࡚ࡗࡓࢃ࡟㡿ᇦ࡛㉳ࠎ✀ࡿ



責 「 責 

ࠊᡃ࡚ࢀࡉ࡞ࡀㄽ໬⌮ࡸゎ᫂ࡢἲ๎ᛶࡢᚰࡢ஦ែ࡛࡞ ࡚ࡋ⫣㈉࡟ᨵၿࡸୖྥ♴⚟ࡢά⏕ࡢࠎ

࣓ࣜ࢔ࠊࡣⅬ࡛ࡢேཱྀࡿࡍᚑ஦࡟㊶ᐇࡸ✲◊ࡿࢃ㛵࡟ᚰ⌮Ꮫࠊᅾ⌧ࠋࡿ࠶஦ᐇ࡛ࡶ࡜ࡇࡿ࠸

➨୓ே௨ୖ࡛「ࡶᅜࡀࢃࠊࡀࡿ࠶࡟఩ୖ᭱ࡢᚰ⌮Ꮫඛ㐍ᅜ࡚࠸࡚࠸ᢤࢆ⩌࡜7୓ே௨ୖࡀ࢝

㸰఩ࢆ༨ࠊࡵすḢㅖᅜࠋࡿ࠸࡚࠸⥆࡟ࢀࡑࡀ 

௚᪉ࠊᚰ⌮Ꮫࡣୡ㛫୍⯡ࡽ࠿ᮇᚅྠ࡜ࡿ࠸࡚ࢀࡉ᫬ࡢ⯡୍ࠊ࡟⌮ゎࡶ༓ᕪ୓ู࡛ࠊࡾ࠶

Ꮫၥ࡚ࡋ࡜ከࡢࡃㄗゎࡶᣢࠊ࡟≉ࠋࡿ࠶࡛࠿☜ࡶ࡜ࡇࡿ࠸࡚ࢀࡓᚰ⌮Ꮫ࡟㛵ࡢࠎ✀ࡿࢃẸ

㛫㈨᱁ࡀỏ℃ࡿࡍ᫖௒ྲྀࡢࡑࠊᚓࢆ┠ⓗࡿࡍ࡜ᩍ⫱ࡀᏳ᫆ࡶ࡜ࡇࡿ࠸࡚ࢀࢃ⾜࡟஦ᐇ࡛࠶

⌮ࡢ⯡ୡ㛫୍ࠊ࡚࠸ࡘ࡟࠿ࡿ࠺ࡋࢆ⫣㈉࡞࠺ࡼࡢ࡝࡟ᐇ⏕άࡀ௦ᚰ⌮Ꮫ⌧ࠊ࡟ᨾࢀࡑࠋࡿ

ゎࡿࡵ῝ࢆດຊࡀࢃࠊࡣ࡜ࡇࡿࡍࢆᅜࡢᚰ⌮Ꮫᩍ⫱ࢆ✲◊ࡸᢸࡢ⪅࠺㈐ົ࡛ࠋࡿ࠶ 

ᚑࠊ࡚ࡗ኱Ꮫࡿࡅ࠾࡟ᚰ⌮Ꮫᩍ⫱ࠊࡣඃࡢ⪅✲◊ࡓࢀ㣴ᡂࠊࡃ࡞࡛ࡅࡔ⛉Ꮫⓗ࡞⌧௦ᚰ

⌮Ꮫࡢᑓ㛛ᇶ♏ᩍ⫱ࢆ㌟࡟௜ࠊࡅᚰ⌮Ꮫࡢ㏆᥋㡿ᇦࡢᑓ㛛▱㆑ࢆ⩦ᚓࡓࡋ㉁ࡢ㧗࠸⫋⬟ே

ᮦࢆ㣴ᡂࠊࡋᙼ࡚ࡋࢆࡽᅜẸ⏕άࡢᖜᗈ࠸ศ㔝࡛ά㌍ࡀ࡜ࡇࡿࡏࡉ㔜せ࡞౑࿨࠸࡚ࡗ࡞࡜

ேᮦࡢ㊶ᚰ⌮Ꮫᐇࡿࢃ㛵࡟೺ᗣࡢᚰࡿࡅ࠾࡟་⒪㡿ᇦࡿ࠸࡚ࡗࡲ῝ࡀ㏆ᖺ㛵ᚰࠊ࡟≉ࠋࡿ

㣴ᡂࠊࡣ࡟ᚰ⌮Ꮫࡢᑓ㛛ᇶ♏ᩍ⫱࡜೺ᗣ࣭་⒪ࡢ㏆᥋㡿ᇦࡢᑓ㛛ⓗᇶ♏▱㆑࣭ᢏ⾡ࢆ⩦ᚓ

 ࠋࡿ࠶୙ྍḞ࡛ࡀ⫱㣴ᡂᩍࡿࡍ

 ௨ୖࡢ᫬௦⫼ᬒࢆ㋃ࠊ࠼ࡲ➨㸰㸮ᮇ᪥ᮏᏛ⾡఍㆟ᚰ⌮Ꮫ࣭ᩍ⫱Ꮫጤဨ఍ࠊࡣᏛኈㄢ⛬࡛

⫱ᚰ⌮Ꮫᩍࠕࠊࡵࡓࡿࡍᑂ㆟࡚࠸ࡘ࡟ࢫࣃ࢔ࣜࣕ࢟ࡢ⏕ᚰ⌮Ꮫᑓᨷࠊ᪉ࡾ࠶ࡢ⫱ᚰ⌮Ꮫᩍࡢ

ウศ⛉఍᳨࣒ࣛࢢࣟࣉ ᚰ⌮Ꮫศ⛉఍࡜೺ᗣ࣭་⒪ࠕ࡟ࡧࡽ࡞ࠖ Ꮫኈࠊ࡚ࡋࡑࠋࡓࡋ⨨タࢆࠖ

ㄢ⛬ࡿࡅ࠾࡟ᚰ⌮Ꮫᩍ⫱ࡢᇶ‽ⓗ࣒࢝ࣜ࢟ࣗࣛ࡟ᇶ࡙ࡃ㧗➼ᩍ⫱ࡢ㉁ⓗಖドࡢᥦ᱌ࠊ࡜ᚰ

⌮Ꮫᑓᨷ⏕ࡢࢫࣃ࢔ࣜࣕ࢟ࡢಖ㞀࠺࠸࡜ほⅬࠊࡽ࠿ᚰ⌮Ꮫ࡟㛵ࡿࢃ⫋⬟ᑓ㛛⫋ࡢ㣴ᡂᩍ⫱

 ࠋࡓࡁ࡚ࡋ㐃ᦠ᳨ウࡀศ⛉఍ࡢࡘグ㸰ୖࠊ࡚࠸ࡘ࡟ၥ㢟ࡢᅜ㈨᱁ἲไ໬ࡢࡑ࡜

 

 

㸦㸯㸧 ࡀࢃᅜࡢᚰ⌮Ꮫࡢ⌧≧ 

Ꮫ⌮⏕ࠊࡃ࡞Ꮫၥ࡛ࡿ㝈࡟ศ㔝୍ࡢேᩥ♫఍⛉Ꮫࠊࡣ௦ᚰ⌮Ꮫ⌧ࠊ࡟࠺ࡼࡓ࡭㏙࡟࡛ࡍ

Ꮫᢏ⾡ศ⛉ࡢ࡝࡞ᕤᏛࡸ᝟ሗ⛉Ꮫࡿࢃ㛵࡟ᚰࡢࢺࣄࠊࡸᏛ⛉≀⏕ࡢ⩏ᗈࡴྵࢆ࡝࡞་Ꮫࡸ

㔝ࡿࡀࡓࡲ࡟ᖜᗈ࠸⛉Ꮫࠊ࡚ࡋ࡜ே㛫ࡢ⛉Ꮫⓗ࡟ࢳ࣮ࣟࣉ࢔㔜せ࡞ᆅ఩ࢆ༨࡞࡟࠺ࡼࡿࡵ

 ࠋࡓࡁ࡚ࡗ

ᚰ⌮Ꮫࡢᇶ♏◊✲ࡀᒎ㛤ࡿࡍ୰࡛ࠊᚰ⌮Ꮫࡢᛂ⏝ศ㔝ࡶⓎᒎࢆ㐙ࠊࡆᚰࡢ೺ᗣ࡟㛵ࡿࢃ

་⒪ࠊ⮫ᗋྖࠊἲ࣭▹ṇࠊປാࠊࡃ࡞࡛ࡅࡔᩍ⫱ࠊ⎔ቃࠊ⧊⤌ࠊᚰ⌮ⓗホ౯ࠊ㞀ᐖᨭ᥼࡞

ᅜࡿࡍᑐ࡟⫣఍㈉♫ࡢᚰ⌮Ꮫࠊ࡚ࡋ࡜ᯝ⤖ࡢࡑࠋࡿ࠸࡚ࡗ࡞࡟࠺ࡼࡿࡓࢃ࡟ศ㔝ࡢከᒱ࡝

Ẹⓗ࡞ᮇᚅࡶ኱ࠊࡾ࡞ࡃࡁᚰ⌮Ꮫࢆᑓᨷࡿࡍ኱Ꮫ⏕ࡶᩘࡢቑຍ୍ࡢ㏵ࠋࡿ࠸࡚ࡗ࡝ࡓࢆ 

ࢆ⾡ᢏࡸᑓ㛛▱㆑ࡿࡅ࠾࡟㡿ᇦࡢࡽࢀࡇࠊࡾ࡞␗࡜ඛ㐍ㅖᅜࡢ௚ࠊࡣᅜ࡛ࡀࢃࠊࡋ࠿ࡋ

ᐇ㝿ⓗ࡟㥑౑࡛ࡿࡁᑓ㛛ᐙࡢ㣴ᡂไᗘࡸ㈨᱁ไᗘࠊࡎࡽ࠾࡚ࢀࡉ❧☜ࡀᚰ⌮Ꮫ࡟⬟⫋ࡢ㛵

୙ࡶ࠼ᨭ࡞ⓗ῭⤒ࠊࡃ⊂ࡶάື㡿ᇦࡢ࡚ࡋ࡜⫋ᑓ㛛ࡢࡑࠊࡽ࠿࡜ࡇ࠸࡞ࡀ▱ㄆ࡞බⓗࡿࡍ

༑ศࠊ࡟ࡵࡓࡢࡑࠋࡿ࠶࡛ࡲࡲ࡞ᚰ⌮Ꮫᑓᨷ⏕࠺࠸࡜ࢫࣃ࢔ࣜࣕ࢟ࡢⅬࠊࡶࡽ࠿኱Ꮫᩍ⫱



責 」 責 

 ࠋࡿ࠶ࡀၥ㢟࠺࠸࡜࠸࡞ࡁⓎ᥹࡛ࡀᏛኈຊࡢ࡚ࡋ࡜ᑓ㛛ᐙࡿࡼ࡟

 

㸦㸰㸧ᚰ⌮Ꮫᩍ⫱ࡢၥ㢟࡜ㄢ㢟 

「005ᖺ㸦ᖹᡂ17ᖺ㸧ࠊ୰ኸᩍ⫱ᑂ㆟఍ࡀࢃࠕࡣᅜࡢ㧗➼ᩍ⫱ࡢᑗ᮶ࠖࢆⓎ⾲1」ࠕࠊࡋୡ

⣖ᆺᕷẸ ࡘ࡟⫱኱Ꮫ㝔ᩍࠊ࡟≉ࠋࡓࡋ♧ࢆ᪉ྥᛶࡢ⫱㧗➼ᩍ࠸㧗ࡢ㉁ࡿ࠼ᛂ࡟Ꮫ⩦㟂せࡢࠖ

ⓗ┠ࢆ⫱ᩍ⬟⫋ࠊࢀࡉᮇᚅࡀ᥎㐍ࡢ⨨タࡢᑓᨷ࣭⛉✲◊ࡍࡊࡵࢆᑓ㛛ᐇົ⪅㣴ᡂࠊࡣ࡚࠸

 ࠋࡓࡗ࡞࡟࠺ࡼࡿࢀࡉ⨨タࡀ⛉✲◊ᚰ⌮Ꮫ⣔ࡃ⨨ࢆ⛬༤ኈㄢࡸ⛬ಟኈㄢࡿࡍ࡜

ࠊࡀ㈈ᅋἲே᪥ᮏ⮫ᗋᚰ⌮ኈ㈨᱁ㄆᐃ༠఍ࠊ1重88ᖺ㸦᫛࿴6」ᖺ㸧ࠊࡣࡢࡓࡗ࡞࡜ዎᶵࡢࡑ

኱Ꮫ㝔ಟኈㄢ⛬࡛⮫ᗋᚰ⌮ኈ㣴ᡂᩍ⫱ࠊࡵࡓ࠺⾜ࢆ኱Ꮫ㝔࡟≉໬ࡓࡋ⮫ᗋᚰ⌮ኈ㣴ᡂ኱Ꮫ

㝔ㄆᐃไᗘࢆタࡀࢃࠊࡾࡼ࡟ࢀࡇࠋࡿ࠶࡛࡜ࡇࡓࡅᅜࡢᚰ⌮Ꮫ⣔኱Ꮫ㝔࡚࠸࠾࡟⮫ᗋᚰ⌮

Ꮫศ㔝ࡢᑓᨷࠊࡀ✺ฟ࡚ࡋቑຍࠊ࡟ࡽࡉࠋࡓࡗ࡞࡟࠺ࡼࡿࡍタ⨨ࡓࢀࡉᚰ⌮Ꮫ⣔◊✲⛉ࡢ

኱༙ࠊࡀ⮫ᗋᚰ⌮ኈ㣴ᡂࢆ┠ⓗࠊࡵࡓࡓࡋ࡜᪥ᮏ⮫ᗋᚰ⌮ኈ㈨᱁ㄆᐃ༠఍ࡢ኱Ꮫ㝔㈨᱁ㄆ

ᐃไᗘ࡟ἢࠊ࡚ࡗ⮫ᗋᚰ⌮Ꮫࢆᑓ㛛ࡿࡍ࡜ᩍဨ࡟೫ࡓࡗᩍဨ⤌⧊ࢆ⦅ᡂࠊࡽ࠿࡜ࡇࡓࡋ⌧

௦ᚰ⌮Ꮫ࣭ྥືࡢᇶ♏⌮ㄽ࣭᪉ἲࢆయ⣔ⓗ࡟ᩍᤵࠊ࡛┠⛉ࡿࡍᢸᙜࡿࡍᩍဨᩘࡢῶᑡࡀ⏕

 ࠋࡓࡗ࡞࡟࠺ࡼࡍࡓࡁࢆᨭ㞀࡟⫱Ꮫኈㄢ⛬ᩍࠊࡌ

 ຍࡢ⾜⌧ࠊ࡚࠼኱Ꮫ㝔ධヨไᗘ࡛ࠊࡣᚰ⌮Ꮫࡢᑓ㛛ᇶ♏ᩍ⫱࡞ࠎ✀࠸࡞ࡲྵࢆᏛኈㄢ⛬

ᩍ⫱ࡓࡅཷࢆᏛ⏕ᩘࡀከࡃ㐍Ꮫࠊࡾ࠾࡚ࡋᚰ⌮Ꮫࡢᇶ♏ᩍ⫱ࡀ୙༑ศ࡞⮫ᗋᚰ⌮ࡢᑓ㛛ᐙ

࡞ࢺࢫ࣮࣭࣋ࢫࣥࢹࣅ࢚࠸࡞ࡽࡼ࡟୺ほࡿࢀࡉ࡜་⒪㡿ᇦ࡛ᚲせࠊ࡟≉ࠋࡿ࠸࡚ࡋ㍮ฟࡀ

ᚰ⌮Ꮫⓗほᐹ㈨ᩱࡢグ㘓ࡸᥦ♧⬟ຊ࡟㛵ࡽࢀࡇࠊ࡚ࡋ኱Ꮫ㝔ಟ஢⏕ࡢ㛫࡛ࠊᚰ⌮Ꮫࡢᇶ♏

ᩍ⫱ࡢ᭷↓ࡿࡼ࡟᱁ᕪࡀⴭࠊࡃࡋ⮫ᗋᚰ⌮Ꮫ㡿ᇦࡿࡅ࠾࡟ᚰ⌮Ꮫᇶ♏ᩍ⫱ࡢᚭᗏࡀᚲせ࡜

ゝࠋࡿ࠸࡚ࢀࢃ 

ࢹࣅ࢚ࠊࡀほᐹἲࡸᰝἲ᳨ࡓࡁ࡚ࡋ㛤ⓎࡀᏛⓗᚰ⌮Ꮫ⛉࡛ࡲࢀࡇࠊࡽ࠿ほⅬ࡞࠺ࡼࡢࡇ 

་⒪ࠊࡀㄆ㆑࠺࠸࡜ࡿࡍᢸಖࢆಙ㢗ᛶࡸጇᙜᛶࡢຠᯝ ᐃࡸࢱ࣮ࢹᗋ⮫࡞ࢺࢫ࣮࣭࣋ࢫࣥ

㡿ᇦࢆጞࡿࡍ࡜ࡵᚰ⌮Ꮫᑓ㛛ࡢ⫋ᴗ㡿ᇦ࡛῝ࡢࡑࠋࡿ࠸࡚ࡗࡲព࿡࡛ࠊᚰ⌮Ꮫᑓ㛛ࡢ⫋ᴗ

㡿ᇦ࡟ᚑ஦ࠊ࡚ࡗ࡜࡟⪅ࡿࡍᏛኈㄢ⛬࡛ࡢ㉁ࡢ㧗࠸ᚰ⌮Ꮫᑓ㛛ᇶ♏ᩍ⫱ࡢぢ┤ᩚ࡜ࡋഛࡀ

ႚ⥭ࡢㄢ㢟࡛ࠋࡿ࠶ 

 

㸦㸱㸧ᚰ⌮Ꮫᩍ⫱ࡢㄢ㢟ゎỴࡗࡓ࠶࡟  ࡚

 「000ᖺ㸦ᖹᡂ1「ᖺ㸧୰ኸᩍ⫱ᑂ㆟఍⟅⏦ࣝࣂ࣮ࣟࢢࠕ໬᫬௦࡟ồࡿࢀࡽࡵ㧗➼ᩍ⫱࠶ࡢ

࡛࡚ࠖ࠸ࡘ࡟᪉ࡾ ᑓ㛛ᩍ⫱᏶ࡸⓗᩍ㣴ᩍ⫱ᆺྜ⥲ࡓࡋ࡟୰ᚰࢆ⫱ᑓ㛛ᇶ♏ᩍ࡜⫱ᩍ㣴ᩍࠊࡣ

ᡂᆺ࡝࡞ከᵝ࡛㉁ࡢ㧗࠸ᩍ⫱ࢆᒎ㛤ࡢࡽ࠿ࢀࡇࠊࢆ࡜ࡇࡿࡍᏛኈㄢ⛬ᩍ⫱࡟ᮇᚅࠋࡿ࠸࡚ࡋ

ࡲᮃࡀ࡜ࡇࡿࡍసᡂࢆ࣒࣭ࣛࣗ࢟ࣜ࢝࢔ࢥࡢ࡜ࡈศ㔝ࠊࡣ࡟ࡵࡓࡢ඘ᐇࡢ⫱ᑓ㛛ᩍࠊ࡟≉

ᇶࡿ࡞࡜ᣦ㔪ࡢ⫱ᚰ⌮Ꮫᩍࡿࡅ࠾࡟⛬Ꮫኈㄢࡢᅜࡀࢃࠊࡶࡽ࠿Ⅼࡢࡇࠋࡿ࠸࡚ࢀࡉ࡜࠸ࡋ

‽ⓗ࣒࢝ࣜ࢟ࣗࣛࢆᥦ᱌ࠊࡋ㧗➼ᩍ⫱ࢆᵓᡂࡿࡍ௚ࡢᶵ㍈Ꮫၥ㡿ᇦ࡟㛵ࡿࡍᏛኈㄢ⛬ᩍ⫱

 ࠋࡿ࠶ࡀ⩏ពࡣ࡜ࡇࡿࡍ࡜ࣝࢹࣔࡢ

 ྠ᫬ࠊ࡟⌧௦ᚰ⌮ᏛࡢᏛၥⓗືྥࢆ཯ᫎࡓࡋయ⣔ⓗ࡞ᚰ⌮Ꮫᩍ⫱ࢆ࣒ࣛࢢࣟࣉᵓ⠏ࡿࡍ

⌮ࡓࡗㄗࡢ⯡ୡ㛫୍ࡿࡍ㛵࡟ᚰ⌮Ꮫࠊࡣ࡜ࡇࡿᅗࢆᚭᗏࡢ⫱ᑓ㛛ᇶ♏ᩍࡢᚰ⌮Ꮫࠊ࡛࡜ࡇ



責 4 責 

ゎࢆṇ࠺࠸࡜ࡍⅬࠊࡶࡽ࠿ᚰ⌮Ꮫ⏺࡚ࡗ࡜࡟ᛴົ࡛ࠊࡓࡲࠋࡿ࠶ᚰ⌮Ꮫࢆᇶ♏ࡿࡍ࡜ᚰ⌮

Ꮫࡢᑓ㛛ᐙࡢάືࠊࡣ⮫ᗋᚰ⌮࡟㝈ࡎࡽᩍ⫱ࠊ་⒪ࠊ⏘ᴗྛࡢ♴⚟ࠊ㡿ᇦ࡚࠸࠾࡟ᐇ⦼ࢆ

ᣲࡢࡇࠋࡿ࠸࡚ࡆⅬ࡛ࠊᚰ⌮Ꮫᑓ㛛ᐙࡢάື㡿ᇦࢆ㝈ᐃⓗ࡟ᤊࠊ࡚࠼᤼௚ⓗ࡛೫⊃࡞⊂⮬

ᚰ⌮Ꮫᑓࠊࡃ࡞࡛ࡾ࠿ࡤࡿࡏࡽ೫ࢆゎ⌮࡞ⓗ⯡୍ࡢᚰ⌮Ꮫࠊࡣࡢ࠺࠿ྥ࡟⫱ᑓ㛛㈨᱁ᩍࡢ

ᨷ⏕ࠊ࡟≉ࠋࡿ࡞ࡶ࡟࡜ࡇ࠺ࡲࡋ࡚ࡵ⊂ࢆࢫࣃ࢔ࣜࣕ࢟ࡢᚰ⌮Ꮫᑓ㛛ᐙࡢᐇ㊶άື࠸ࡘ࡟

ࡓࢀࡽࡅ⿬௜࡟Ꮫⓗᚰ⌮Ꮫ⌮ㄽ⛉ࠊࡣ࡟ࡿᚓࢆඹ㏻⌮ゎࡢ௚ศ㔝ࡿࡍᚑ஦࡟㛵㐃㡿ᇦࠊ࡚

ᢏἲ࡜ே㛫ࡢάື࡟㛵ࡿࡍᐈほⓗ㈨ᩱࢆᥦ♧ࡢ࡚࠸ࡘ࡟ࡽࢀࡑࡘ࠿ࠊࡋㄝ᫂⬟ຊࡿ࠶ࡢே

ᮦࡢ⫱ᡂ࠺⾜ࢆᚲせࡢࡵࡓࡢࡑࠋࡿ࠶ࡀᚰ⌮Ꮫᩍ⫱ࠊࢆᏛኈㄢ⛬࡟࠿࠸࡚࠸࠾࡟ᐇ᪋ࡿࡍ

 ࠋࡿ࡞࡟࡜ࡇࡿࡆᗈࢆࢫࣃ࢔ᐇ㊶ⓗ࢟ࣕࣜࡢ⏕ᚰ⌮Ꮫᑓᨷࠊࡀ࠿

 

 

 

 

 Ꮫኈㄢ⛬ࡿࡅ࠾࡟ᚰ⌮Ꮫᩍ⫱ࠊࡣ⌧௦ᚰ⌮Ꮫ࡜ྥື✲◊ࡢ♫఍ⓗࡓࡋࢳࢵ࣐࡟ࢬ࣮ࢽ⛉Ꮫ

ⓗᑓ㛛▱㆑࡜ᢏ⾡ࢆᏛ⩦࡛ࡿࡁᩍ⫱ㄢ⛬࡛ࡀࢃࠋ࠸࡞ࡽ࡞ࡤࢀࡅ࡞ᅜࡢᚰ⌮Ꮫᩍ⫱ࢆ෌⪃

ᚰ⌮Ꮫ㈨᱁චチไᗘ㸦＊）５㸸ࡿࡅ࠾࡟Ḣᕞࠊࡣࡢࡿ࡞࡜ࣝࢹࣔ࡞㐺ษࠊࡾࡓ࠶࡟ࡿࡍ

＊つ三ぞたごぐそ ）じたせぞmぐ じそ ５囲とげしぞせぞざと㸧࡛ 1重重重ࡍ┤ぢࢆ඲యࡢ⫱኱ᏛᩍࡢḢᕞㅖᅜࠊࡣ５（＊ࠋࡿ࠶

ᖺ㸦ᖹᡂ 11 ᖺ㸧࢔ࢽࣟ࣎ࡢᐉゝ࡟ᇶ࡙001」ࠊࡁ ᖺ㸦ᖹᡂ 1」 ᖺ㸧ࠕࡽ࠿ᶆ‽ⓗ࡞ᩍ⫱࣭カ

࡜ࡇࡿࡍಖ☜ࢆ㉁ࡢ⫋ᚰ⌮Ꮫᑓ㛛ࡿࡅ࠾࡟Ḣᕞࠊ࡚ࡗࡼ࡟ேᮦ㣴ᡂࡃᇶ࡙࡟࣒ࢸࢫࢩ⦏ ࢆࠖ

┠ⓗ࡟タࡓࢀࡽࡅᩍ⫱ไᗘ࡛ࠋࡿ࠶ 

๓ᥦࡢ㈨᱁ࡢ✀ከࠊࡣ࣒ࣛࣗ࢟ࣜ࢝⫱ᚰ⌮Ꮫᩍࡢ࡛⛬Ꮫኈㄢࡿ࠶㸯ẁ㝵࡛➨ࡢไᗘࡢࡇ 

せ௳ࡀࢃࠊࡾ࠾࡚ࡗ࡞࡜ᅜࡢᏛኈㄢ⛬ᩍ⫱ࡓࡋࢳࢵ࣐ࡶ࡜≦⌧ࡢᏛኈㄢ⛬ࡢᇶ‽࢝ࣜ࢟ࣗ

ᐃᇶ‽ศ㢮ุࡢㄆᐃᚰ⌮ኈ㈨᱁ࠊࡀᅋἲே᪥ᮏᚰ⌮Ꮫ఍♫ࠊ࡟≉ࠋࡿࡁ࡛࡟ࣝࢹࣔࡢ࣒ࣛ

࣒ࣛࣗ࢟ࣜ࢝ࡢᏛኈㄢ⛬ẁ㝵ࡿࡅ࠾࡟Ḣᕞᚰ⌮Ꮫ㈨᱁චチไᗘࠊࡣ⩌┠⛉ᤵᴗࡿ࠸࡚ࡋࢆ

Ꮫኈࠊ࠼ࡲ㋃ࢆ‽ᐃᇶุࡢㄆᐃᚰ⌮ኈ㈨᱁ࡢ᪥ᮏᚰ⌮Ꮫ఍ࡢࡇࠊ࡛ࡇࡑࠋࡿ࠸࡚ࡋ㢮ఝ࡜

ㄢ⛬ࡿࡅ࠾࡟ᚰ⌮Ꮫᩍ⫱ࡢᇶ♏⛉┠࡜ᑓ㛛㡿ᇦ⛉┠ࡿ࡞ࡽ࠿ᇶ‽࢝ࣜ࢟ࣗࣛ 㸦࣒⾲㸯ཧ↷ࠋ

௨ୗࠊᇶ‽࣒࢝ࣜ࢟ࣗࣛ࡜࿧ࡪ㸧ࢆ⟇ᐃࡢࡇࠊࡋᇶ‽࣒࢝ࣜ࢟ࣗࣛࢆᶵ㍈ྛࠊ࡚ࡋ࡟኱ᏛᏛ

㒊࡛ࡢ≉Ⰽࡓࡋ࠿⏕ࢆᚰ⌮Ꮫᩍ⫱ࡢᏛኈຊࢆୖྥࡢᅗࡿᚲせࠋࡿ࠶ࡀ 

ࠊࡣᏛ⩦ᡂᯝ࡜ᶆ┠ࡁ࡭ࡍ㐩ᡂࡀ⫱ᚰ⌮ᏛᩍࡢⰋ㉁ࡿࡍ࡜ᶵ㍈ࢆ࣒ࣛࣗ࢟ࣜ࢝‽ᇶࠊࡓࡲ 

ᑓ㛛ⓗഃ㠃ࡃ࡞࡛ࡅࡔᩍ㣴ⓗഃ㠃ࡢࡑࠋࡿࢀࡽ࠼⪄ࡶࡽ࠿ලయⓗ࡞Ꮫ⩦┠ᶆ࡜ᡂᯝࡢᇶ‽ࠊࡣ

⾲㸰ࡍ♧࡟㏻ࠋࡿ࠶࡛ࡾ⾲㸰࣓࢝ࣜ࢔ࠊࡣᚰ⌮Ꮫ఍㸦A５A㸸American Psychological Association㸧

ࡶࡓࡋసᡂ࡚ࡗೌ࡟‽ᇶࡢ࡚࠸ࡘ࡟ᡂᯝ࡜Ꮫ⩦┠ᶆࡢ⫱ᚰ⌮Ꮫᩍࡢ⛬Ꮫኈㄢࡿ࠸࡚ࡋ♧ࡀ

࢟ࣜ࢝‽ᇶࠊ࡛࡜ࡇࡿࢀࡉᏛኈㄢ⛬࡛㐩ᡂࡀ‽ᇶࡢᏛ⩦ᡂᯝ࡜Ꮫ⩦┠ᶆࡓࡆᣲ࡟㸰⾲ࠊ࡛ࡢ

 ࠋࡿ࠶࡛ࡢࡿࢀࡉ㐩ᡂࡀᏛኈຊࡢ⫱ᚰ⌮Ꮫᩍ࠸㧗ࡢ㉁ࡃᇶ࡙࡟࣒ࣛࣗ

 

ㄆドไᗘࡿࡼ࡟Ꮫኈㄢ⛬ࡿࡅ࠾࡟ᚰ⌮Ꮫᩍ⫱ࡢ㈨ⓗಖド 

 Ꮫኈㄢ⛬࡚࠸࠾࡟ᇶ‽࣒࢝ࣜ࢟ࣗࣛࡀᐇ㉁ⓗࠊࡣ࡟ࡿ࡞࡜ࡢࡶ࡞ᚰ⌮Ꮫࡢᑓ㛛ⓗ▱㆑ࡸ



責 5 責 

ᢏ⬟ࡢᩍ⫱ࡢ㈨ⓗಖドࡀᢸಖྛ࡟ࡵࡓࡢࡑࠋ࠸࡞ࡽ࡞ࡤࡡࢀࡉ኱Ꮫࡀᐇ᪋ࡿࡍᩍ⫱ㄢ⛬ࠊࡣ

୍ᐃࡢᩍ⫱Ỉ‽ࠊࢆ࡜ࡇࡿ࠶࡟⾲㸰ࡢᏛ⩦┠ᶆ࡜Ꮫ⩦ᡂᯝࡢᇶ‽࡟ᇶ࡙࡚࠸ᩍ⫱ㄆドࡿࡍ

➨୕⪅ᶵ㛵ࡀᚲせ࡞࠺ࡼࡢࡇࠋࡿ࡞࡜㈨ⓗಖ㞀ࠊࡣ༢࡟ᚰ⌮Ꮫࡢᩍ⫱ㄢ⛬࡟ᑐࢀࡉ࡞࡚ࡋ

♫ࠊࡋື⾜࡟୺యⓗ࡚ࡋ㥑౑ࢆᛂ⏝⬟ຊ࡜ᑓ㛛▱㆑࠸㧗ࠊࡀ⏕ᚰ⌮Ꮫᑓᨷࠊࡃ࡞࡛ࡅࡔࡿ

఍࡟ᑐࡿࡍ㈐௵ࢆᯝࡽࡀ࡞ࡋࡓၥ㢟ゎỴ࡛ࡿࡁ⬟ຊࢆⓎ᥹࡛ࡿࡁ⫋⬟㣴ᡂᩍ⫱ࡢ㉁ⓗಖド

 ࠋࡿࡀ⧄ࡶ࡟

ࡢࡿࡍ⨨タࢆㄆドᶵ㛵࡟ࡽࡤࡽࡤࡀᅋయྛࡢ⏺ᚰ⌮Ꮫࠊࡣ࡚࠸ࡘ࡟ㄆドホ౯ᶵ㛵ࠊ࡟≉ 

Ꮫ⛉ࡿࡅ࠾࡟⫱㧗➼ᩍࡢᅜࡀࢃᅾ⌧ࠊ࡚ࡗᚑࠋࡿ࡞ࡃ࡞ࡀ㈏ᛶ୍࡟㉁ⓗಖドࡢ⫱ᩍࠊࡣ࡛

ᢏ⾡ᩍ⫱࣒࢝ࣜ࢟ࣗࣛࡢㄆドᶵ㛵࡛ࡿ࠶᪥ᮏᢏ⾡⪅ᩍ⫱ㄆᐃᶵᵓ㸦／AB＊＊㸸／ぐたぐそ 

Aげげ三ごこじ図ぐ図じぞそ Bぞぐ三こ さぞ三 ＊そざじそごご三じそざ ＊こつげぐ図じぞそ㸧࡞࠺ࡼࡢᶵᵓࢆ᪂࡟ࡓタ⨨ࡢࡑࠊࡋᶵ

ᵓෆࡢᑓ㛛ศ㔝ࡢጤဨࡽ࠿ᵓᡂࡿࢀࡉㄆドጤဨ఍࡚ࡋ࡜ᶵ⬟ࡀ࡜ࡇࡿࡍ㔜せ࡛࠿ࡋࠋࡿ࠶

 ࠋࡿ࠶ࡀࢀᜍࡿಀࡾ࡞࠿ࡀປຊ࡜᫬㛫ࡣ࡟ࡿసࢆᩍ⫱ㄆᐃᶵᵓ࡞኱つᶍ࡞࠺ࡼࡢ＊＊AB／ࠊࡋ

‽኱Ꮫᇶࠊ኱Ꮫホ౯࣭Ꮫ఩ᤵ୚ᶵᵓࡿ࠶බⓗᩍ⫱ㄆドᶵ㛵࡛ࡢ኱Ꮫࠊ࡚ࡋ࡜⟇ᑐᛂࡢࡑ 

༠఍ࠊ㧗➼ᩍ⫱ホ౯ᶵᵓࠊ࡟࡝࡞ᑓ㛛ᩍ⫱ࡢㄆド࠺⾜ࢆ㒊㛛ࢆタ⨨ࡿࢀࡽ࠼⪄ࡶ࡜ࡇࡿࡍ

ࡢ஦ᴗ࠺క࡟ἲᚊᨵṇࠊ࡛ࡢࡿ࠸࡚ࢀࡽࡵἲᚊ࡛ᐃࡀ⠊ᅖࡢㄆド஦ᴗࡣᶵ㛵ࡢࡽࢀࡇࠊࡀ

ෆᐜࢆ෌⦅࠺࠸࡜ࡿࡍⅬ࡛ၥ㢟ࠋ࠺ࢁ࠶࡛ࡿࡌ⏕ࡶ 

⾜ࢆㄆド஦ᴗࡢ⫱ᑓ㛛ᩍࡀಶูᑓ㛛Ꮫ఍ࡿ࠸࡚ࡗ࡞࡜㈈ᅋἲேࡸᅋἲே♫ࠊࡽ࠿Ⅼࡢࡇ 

ᖹᡂ「0ࠊࡤ࠼౛ࠋࡿࢀࡽ࠼⪄࡚ࡋ࡜᪉ἲࡢࡘ୍ࡶ࡜ࡇ࠺ ᖺᗘࡾࡼ᪋⾜ࡓࢀࡉᨵṇබ┈ἲே

ἲྛࠊࡾࡼ࡟ἲேࡢᐃḰᨵᐃࡿࡼ࡟஦ᴗࡢぢ┤ࡢࡑࠋ࠺ࢁ࠶ࡶࡋ㝿ࠊㄆᐃᚰ⌮ኈ㈨᱁ࡢㄆ

ᐃ஦ᴗࡿ࠸࡚ࡋࢆ⤒㦂ࠊ⌧௦ᚰ⌮Ꮫࡿࡺࡽ࠶ࡢᑓ㛛㡿ᇦࡸ⪅✲◊ࡿࡍ࣮ࣂ࢝ࢆ኱Ꮫᩍဨࡀ

ᡤᒓࡢ࡝࡞ࡿ࠸࡚ࡋ㛗ᡤࠊࡋ࠿⏕ࢆ᪂࡟ࡓᚰ⌮Ꮫᩍ⫱ࡢㄆド஦ᴗࢆᐃḰ࡟ຍ୍ࡶ࡜ࡇࡿ࠼

 ࠋࡿࢀࡽ࠼⪄࡚ࡋ࡜⟇᪉ࡢࡘ

 

 ⨨Ꮫኈㄢ⛬タࡢᴗே㣴ᡂ࣒࢝ࣜ࢟ࣗࣛ⫋ࡢࡵࡓࡢࢫࣃ࢔ࣜࣕ࢟

 ᚰ⌮Ꮫᑓᨷ⏕ࠊ࡜࠸࡞࡛☜᫂ࡀࢫࣃ࢔ࣜࣕ࢟ࡢᚰ⌮Ꮫᩍ⫱ࡢ඘ᐇ࡜Ⓨᒎࡣᮃࠋ࠸࡞ࡵᚑ

࠶ㄢ㢟࡛ࡢ⥭ႚࠊࡣ❧☜ࡢ⛬ᩍ⫱ㄢࡿࡏぢ㏻ࢆࢫࣃ࢔ࣜࣕ࢟ࡢࡽ⮬ࡀ⏕ᚰ⌮Ꮫᑓᨷࠊ࡚ࡗ

ࡢ⛬ᩍ⫱ㄢ⬟⫋ࡢᚰ⌮Ꮫᑓ㛛ࡿࡏ࠿⏕ࢆ⾡ᢏࡸᑓ㛛ⓗ▱㆑ࡢᚰ⌮Ꮫࠊ࡟ࡵࡓࡢゎỴࡢࡑࠋࡿ

タ⨨ࢆࢀࡑࠊ࡜⿬௜ࡿࡅ⫋⬟ᅜ㈨᱁ࡀᚲせ࡛ࠋࡿ࠶ᅜ㈨᱁ไᗘ࡟㛵ࡿࡍᅜእࡢ౛࡛ぢࠊ࡜ࡿ

Ḣᕞࡢᚰ⌮Ꮫ㈨᱁චチไᗘ࡛ࠊࡣᩍ⫱ࠊಖ೺་⒪ࠊປാ࣭⤌⧊ࡢ㸱㡿ᇦ࡟ᑐᛂࢫ࣮ࢥࡿࡍ

ไ࣒࢝ࣜ࢟ࣗࣛ࡟ᛂࠊ࡚ࡌඹ㏻ࡢᚰ⌮Ꮫᇶ♏ᩍ⫱ྛ࡜⫋⬟ᩍ⫱ࡿ࡞ࡽ࠿㣴ᡂᩍ⫱ࢀࢃ⾜ࡀ

ࡢ㸯⾲ࠊࡽ࠿ほⅬ࠺࠸࡜⫱ⓗᩍ⬟⫋ࡿࡅ࠾࡟⛬Ꮫኈㄢࠊࡣᮏᑐእሗ࿌࡛ࠊ࡛ࡇࡑࠋࡿ࠸࡚

ᇶ‽࣒࢝ࣜ࢟ࣗࣛࢆ᰾ࠊ࡚ࡋ࡟ᅗ㸯ࡢᴫᛕᅗ࡞࠺ࡼࡍ♧࡟ᚰ⌮Ꮫ⫋⬟㡿ᇦ࡟ᛂࡓࡌᚰ⌮Ꮫ

ᑓ㛛⛉┠ࡢࡑ࡜࿘㎶㡿ᇦ⛉┠ࠊࡿ࡞ࡽ࠿⫋⬟✀ูᑓ㛛ᐙࡢ㣴ᡂᩍ⫱ㄢ⛬ࢆᵓ⠏ࢆ࡜ࡇࡿࡍ

ᥦ᱌ࠋࡿ࠶࡛ࡢࡶࡿࡍ 

 

⫋⬟ᚰ⌮ኈࡢᅜ㈨᱁ἲไ໬ 

 ⌧ᅾ1999ࠊ ᖺ㸦ᖹᡂ11ᖺ㸧3᭶30 ᪥࡟㛶㆟Ỵᐃࡓࡋつไᨵ㠉᥎㐍3࢝ᖺィ⏬ࠊࡾࡼ࡟



責 6 責 

ᴗົ⊂༨㈨᱁➼ࢆ୰ᚰࡿࡍ࡜㈨᱁ไᗘࡢぢ┤ࠊࡾࡼ࡟ࡋබⓗ㈨᱁ไᗘࡢἲไ໬ࡀ෾⤖≧ែ

㈨᱁ࠊ㐺ṇ໬ࡢᘬྲྀࠊಖ☜ࡢ⏕⾨ࡸᏳ඲࡜ᶒ฼ࡢᅜẸࠊࡣබⓗ㈨᱁ไᗘࠊࡋ࠿ࡋࠋࡿ࠶࡟

Ᏻᚰ࡛࡟ᅜẸࡋᏑᅾࡀ⪅㈨᱁ࡿࡍ᭹࡟ἲⓗつᚊ࡞ཝ᱁ࠊࡵࡓࡢ➼ୖྥࡢࣝࣛࣔࡸ㈨㉁ࡢ⪅

ࡢᚰ⌮Ꮫࠊ࡜ࡿࡍࡽ࠿Ⅼࡢࡇࠋࡓࡁ࡚ࢀࡽࡅタ࡚ࡋ࡜ⓗ┠ࢆ࡜ࡇࡿࡍᥦ౪ࢆࢫࣅ࣮ࢧࡿࡁ

ᑓ㛛ⓗ▱㆑ࡸᢏ⾡ࢆᚲせࡿࡍ࡜⫋⬟㡿ᇦࠊࡣබⓗ㈨᱁ไᗘࡢୗ࡛ಶேࡢ⢭⚄⏕άࢆᨭ᥼ࡍ

ࡢ኱Ꮫࡣᅜ࡛ࡀᡃࠊ࡟ࡽࡉࠋࡿ࠼ゝ࡜ࡢࡶࡿࡁᥦ౪࡛ࢆࢫࣅ࣮ࢧࡓࡋᏳᚰ࡟ᅜẸ࡛࡜ࡇࡿ

Ꮫኈㄢ⛬࡛ࡳࡢᚰ⌮Ꮫᩍ⫱࡟ࢀࡇࠊࡾ࠾࡚ࢀࡉ࡞ࡀᇶ࡙ࡃ⫋⬟ᩍ⫱ࡿࡅཷࢆ௨እࠊ࡟௚ࡢ

㡿ᇦࡽ࠿᪂つཧධ࠸࡞ࡁ࡛ࡀⅬࠊ࡜ࡿࡍࡽ࠿つไᨵ㠉᥎㐍ࡢ㛶㆟Ỵᐃࡢぢ┤ࡋ᮲㡯ࡽ࠿እ

 ࠋࡿࢀࡽ࠼⪄࡜ࡿࢀ

 ᚰ⌮Ꮫᑓᨷࠊࡣ࡚ࡋ࡜✀⫋ࢫࣃ࢔ࣜࣕ࢟ࡢᐙᗞ⿢ุᡤㄪᰝᐁࠊἲົ┬▹ṇ㡿ᇦࡢබົဨࠊ

ඣ❺┦ㄯᡤ➼ࡢᆅ᪉බົဨࡣࡽࢀࡇࠊࡋ࠿ࡋࠋࡿ࠶ࡀ࡝࡞ᚰ⌮Ꮫᑓᨷ⏕࡟㝈ᐃࡓࢀࡉ⫋✀

デ⒪ࡸ⢭⚄⛉⑓㝔ࠊࡓࡲࠋࡿ࠶࡛✀⫋ࡿࡲỴࡾࡼ࡟᱁ྜࡢබົဨヨ㦂ࡢᡤ㎄ᗇࠊࡃ࡞ࡣ࡛

ᡤ࡛ാࡃ⮫ᗋᚰ⌮ᢏ⾡⪅ࠊࡣᚰ⌮Ꮫࡢᑓ㛛▱㆑ࡸᢏ⾡ࠋࡿ࠸࡚ࡗ࡞࡜ࢫࣃ࢔ࣜࣕ࢟ࡍ࠿⏕ࢆ

ᖹᡂ 17 ᖺᗘࡢཌ⏕ປാ┬ࡢㄪࡢࡽࢀࡇࠊ࡜ࡿࡼ࡟࡭⮫ᗋᚰ⌮ᢏ⾡⪅ࡣᖖ໅⪅ 2,358 㠀ࠊྡ

ᖖ໅⪅ 2,355 ࡛ࣇࢵࢱࢫ་⒪㡿ᇦࡣࡽ࠿་⒪ἲไୖࠊࡣ⪅⾡ᗋᚰ⌮ᢏ⮫ࠊࡋ࠿ࡋࠋࡿ࠶࡛ྡ

⌧ᴗ⏘ࡸ⫱Ꮫᰯᩍࠊ࡟ࡽࡉࠋࡿ࠶࡛≦⌧ࡀࡢࡿ࠸࡚ࡗ࡞࡜࠸ᢅ✀⫋࡞࠺ࡼࡢ஦ົ⫋ဨࠊࡃ࡞

ሙ࡛ၥ㢟ࢆᢪࡿ࠼ே࡟ᑐࡿࡍᚰ⌮Ꮫⓗ࡟࢔ࢣᚑ஦ࡸ࣮ࣛࢭ࣮ࣥ࢘࢝ࣝࢡࢫࠊ࡚ࡋ࡜✀⫋ࡿࡍ

⏘ᴗ࢝࢘ࣥ࡟✀⫋࡞࠺ࡼࡢࡇࠊࡾ࠶ࡀ࡝࡞࣮ࣛࢭᚑ஦ࡿࡍᚰ⌮Ꮫᑓᨷ⏕ࡶከࡋࠋࡿ࠶࡛ࡢ࠸

㈨᱁࡞☜᫂ࡿࡍᑐ࡟⾡ᢏࡸᑓ㛛ⓗ▱㆑ࠊࡾ࠶࡛⫋㠀ᖖࡣࡃከࡢ⪅ᚑ஦ࡢ✀⫋ࡢࡽࢀࡇࠊࡋ࠿

ⓗ⿬௜ࠊࡵࡓ࠸࡞ࡶࡅᚰ⌮Ꮫᑓᨷ⏕ࡣ࡚ࡋ࡜ࢫࣃ࢔ࣜࣕ࢟ࡢ୙Ᏻᐃࠋࡿ࠶࡛✀⫋࡞ 

40ࡣ࡟⏺ᚰ⌮Ꮫࡢᅜࡀᡃࠊࡓࡲ  ௨ୖࡢᚰ⌮Ꮫᑓ㛛ศ㔝ࡢᏛ఍ࡸ◊✲఍ࠊࡾ࠶ࡀᑓ㛛ศ㔝

ᖹᡂ1重ࠊࡣᅋἲே᪥ᮏᚰ⌮Ꮫ఍♫ࠊࡤ࠼౛ࠋࡿ࠸࡚ࡋᤵ୚ࡀᙜヱᏛ఍ࢆㄆᐃ㈨᱁ࡢ ᖺᗘࡲ

࡛࡛⣙「4貫400ྡ௨ୖࡢㄆᐃᚰ⌮ኈࠊࢆ㈈ᅋἲே⮫ᗋᚰ⌮ኈ㈨᱁ㄆᐃ༠఍ࠊࡣᖹᡂ17ᖺᗘࡲ

࡛࡛16貫700 ྡ௨ୖ⮫ᗋᚰ⌮ኈࢆㄆᐃࠊࡓࡲࠋࡿ࠸࡚ࡋබⓗἲே࡛࠸࡞ࡣᏛᰯᚰ⌮ᖌㄆᐃ㐠

Ⴀᶵᵓࡀㄆᐃࡿ࠸࡚ࡋᏛᰯᚰ⌮ኈࡣᖹᡂ1重ᖺᗘ࡛࡛ࡲ」貫700ྡࡀ㈨᱁ㄆᐃࡇࠋࡿ࠸࡚ࢀࡉ

ぢࡣ࡜ࡇࡿ࠸࡛ࢇᮃࢆ㈨᱁ྲྀᚓࡢ࠿ࡋࡀ࡟࡞ࠊࡀ⏕Ꮫࡪᑓ㛛㡿ᇦ࡛Ꮫࡢᚰ⌮Ꮫࠊ࡟࠺ࡼࡢ

㏨࠸࡞ࡏ஦ᐇ࡛ࠋࡿ࠶ 

࠼⪄࡜࡟ᴗ⫋ࡢᑗ᮶ࢆ⾡ᚰ⌮ᢏࠊࡃ࡞ࡣ࡛ࡢࡶ࡞බⓗࡶࢀࡎ࠸ࡀ㈨᱁ࡢࡽࢀࡇࠊࡋ࠿ࡋ 

ᚰ⌮Ꮫᑓࡢグୖࠊࡣ࡜ࡇ࠸࡞ࡣ࡛࣮࣡ࣃࡢ࡝࡯ࡿࡍಖ㞀ࢆࢫࣃ࢔ࣜࣕ࢟ࡢ⪅ᚰ⌮Ꮫᚿᮃࡿ

ᨷ⏕ࡢ୙Ᏻᐃࡶࡽ࠿≦⌧ࡢࢫࣃ࢔ࣜࣕ࢟࡞⌮ゎ࡛ࡢࡇࠋࡿࡁⅬ࡛ࠊ㣴ᡂᩍ⫱ࡢ㈨ⓗಖ㞀࡟

ᇶ࡙ࠕࡃ⫋⬟ᚰ⌮ኈ㸦５三ぞさご囲囲じぞそぐせ責５囲とげしぞせぞざじ囲図㸧ࠖ ⌮ᚰࠊࡣ࡜ࡇࡿࡍ❧☜ࢆᅜ㈨᱁ไᗘࡢ

Ꮫࡢᑓ㛛ศ㔝ࢆᚲせࡿࡍ࡜᪂࡞ࡓ⫋ᴗศ㔝ࠊ࡟ᚰ⌮Ꮫᑓᨷ⏕ࡢཧධࢆ㧗ࠋࡿ࡞࡟࡜ࡇࡿࡵ 

 ᚰ⌮Ꮫ⫋⬟ࡢᅜ㈨᱁ไᗘ1ࠊࡣ࡟重8」ᖺ㸦᫛࿴58ᖺ㸧඲㠃ἲᨵṇࠕࡓࢀࡉᢏ⾡ኈࠖ㈨᱁ไ

ᗘࠕࡓࡗೌ࡟⫋⬟ᚰ⌮ኈࠖἲไ໬ࡀᚲせ࡛ࠕࠊࡓࡲࠋࡿ࠶ᢏ⾡ኈࠖ1」ࡣ࡟ ᑓࡢ⾡Ꮫᢏ⛉ࡢ

㛛㒊㛛ࠊࡾ࠶ࡀඹ㏻ヨ㦂࡜ᑓ㛛ヨ㦂ࡾࡼ࡟ᢏ⾡ኈࡢ㒊㛛ࡣศࠕࠊࡀࡿ࠸࡚ࢀ࠿ᢏ⾡ኈ ࠸ࠖ࡜

ࠊປാࠊಖ೺་⒪ࠊ⫱ᩍࠊࡶ࡚࠸࠾࡟Ẹ㛫㈨᱁ࡿ࠶ᚑ᮶࡟ᅜࡀࢃࠋࡿ࠸࡚ࢀࡉ୍⤫࡛⛠ྡ࠺

⬟⫋ࠕࡢ⛠ྡ୍⤫ࠊ࡚ࢀධࢆᑓ㛛㒊㛛࡞࠺ࡼࡢࡇ࡟ᚰ⌮ኈ㈨᱁⬟⫋ࠊࡾ࠶ࡀ㈨᱁ࡢ࡝࡞⧊⤌



責 7 責 

ᚰ⌮ኈࠖࠋ࠺ࢁ࠶࡛⬟ྍࡣࡢࡿࡍ࡜ 

 ᚰ⌮Ꮫࡢ⫋⬟㡿ᇦࡢࡑࠊࡣ࡚ࡋ࡜௚࡟⿢ุไᗘࡸẸ㛫ጤクࡢฮົᡤࡿࢀࢃ࠸࡜♫఍᚟ᖐ

ಁ㐍࣮ࢱࣥࢭ㸦５達． 。５三じ不ぐ図ご 達じそぐそげご ．そじ図じぐ図じ不ご)ฮົᡤ㸧࡟㛵ྖࡿࢃἲࠊ▹ṇࠊ⫱ඣ┦ㄯ

┦ᴗ⫋ࡸᴗ㐺ᛶ⫋ࠊ⌮ᚰ⤒⚄ࡿࢃ㛵࡟㧗ḟ⬻ᶵ⬟㞀ᐖࠊⓎ㐩┦ㄯࡿࢃ㛵࡟⫱ᨭ᥼ᩍู≉ࡸ

ㄯ࡟㛵ࡿࢃ⫋ᴗ࢞ࠊࢫࣥࢲ࢖㒔ᕷィ⏬ࠊ஺㏻ၥ㢟ࠊ⏕ែ⣔࡜࡝࡞ேࡀ㛵ࡿࢃ⎔ቃࠊࡣ࡝࡞

ᚑ᮶ࡀࢃࡶࡽ࠿ᅜࡢ⾜ᨻࡢ୰࡛ࡣᚰ⌮⫋ࡢ࡚ࡋ࡜ᚰ⌮ᢏ⾡ࠋࡿ࠶ࡀࢬ࣮ࢽࡢᚑࢀࡇࠊ࡚ࡗ

ᚰ⌮ኈ⬟⫋ࠕࠊࡶ࡚࠸ࡘ࡟ศ㔝ࡢࡽ ᚰࠊࡕࢃ࡞ࡍࠋࡿࡁ࡛ࡀ࡜ࡇࡿࡅ࡙⨨఩࡚ࡋ࡜㒊㛛ࡢࠖ

⌮Ꮫྛࡢᑓ㛛㒊㛛ࡋ࡜ 㸧ࠖۑۑᚰ⌮ኈ㸦⬟⫋ࠕ࡚ ᚰ⌮ኈࠖ⬟⫋ࠕࠊࢀධࢆᑓ㛛ศ㔝࡟ᣓᘼෆ࡜

 ࠋࡿ࠶ࡀᚲせࡿࡍ࡜ᅜ㈨᱁ไᗘࡢࡘ㸯ࡓࡋໟᣓࢆᑓ㛛ศ㔝ࡢ

 

 

ᚰ⌮ኈ⬟⫋ࠕ  ᚲせ࡛ࡀࡳ⤌௙ࡢ㈨᱁ྲྀᚓ࡞࠺ࡼࡍ♧࡟ᅗ㸰ࠊࡤࢀࡍ❧☜ࡀᅜ㈨᱁ไᗘࡢࠖ

ᚰ⌮Ꮫࡕࢃ࡞ࡍࠊ⪅Ꮫኈㄢ⛬ಟ஢ࡓࢀࡉᶵ㛵ㄆドࢆ⫱ᚰ⌮Ꮫᩍࡎࡲࠊࡣ࡟㈨᱁ྲྀᚓࠋࡿ࠶

⿵ᚰ⌮ኈ⬟⫋ࠕࡿࡍ㛵࡟⫱ᑓ㛛ᩍࡢ ㈨᱁ࡍ♧࡟ᅗ㸰ࠊࡣᚋࡢࡑࠋࡿ࠶๓ᥦ࡛ࡀ࡜ࡇࡿ࡞ࠖ࡜

ྲྀᚓ㐣⛬࡟ᚑࠊ࠸㸰ᖺࡢᐇົ⤒㦂ࡢᚋ᭱࡟⤊ᅜᐙヨ㦂ࠕࠊࡅཷࢆ⫋⬟ᚰ⌮ኈ ࠋࡿࡁᚓ࡛ྲྀࡀࠖ

 ࠋࡿ࠶ᵝ࡛ྠࡰ࡯࡜⛬㈨᱁ྲྀᚓ㐣ࡓࢀࡽࡵᐃ࡟ᢏ⾡ኈἲࠖࠕࡢ⾜⌧ࠊࡣࡳ⤌௙ࡢࡇ

 ᢏ⾡ኈࡢᅜᐙ㈨᱁࣒ࣛࣗ࢟ࣜ࢝ࠊࡣㄆドᶵ㛵࡛ࡿ࠶ ／AB＊＊ ࠸࡜᪥ᮏᢏ⾡ኈ఍ࠊ࡟ูࡣ࡜

࠸࡚ࡗ࡞࡟ᙧࡿࡍㄆᐃࡀ⮧㒊⛉Ꮫ኱ᩥࡣ⪅᱁ྜࠊ࠸ᢸࢆヨ㦂ᐇ᪋ࡸヨ㦂సᡂࡀᅋἲே♫࠺

ᚰ⌮ኈ⬟⫋ࠕࠊ࠸ೌ࡟ࡳ⤌௙ࡢࡇࠋࡿ ࡣ࡜ㄆドᶵ㛵ࢆヨ㦂ᶵ㛵ࠊࡶ࡚࠸ࡘ࡟ᅜ㈨᱁ヨ㦂ࡢࠖ

ᚰ⌮Ꮫ᳨ᐃヨ㦂஦ࡿ࠸࡚ࡋ⏬ィࡀ᪥ᮏㅖᏛ఍㐃ྜࠊሙྜࡢࡇࠋࡿ࠶ࡀᚲせࡿࡍ⨨タ࡟❧⊃

ᴗࢆ඘ᐇⓎᒎࠕࡢ✀ྛࠊࡏࡉ⫋⬟ᚰ⌮ኈ ᅜࠖ㈨᱁ヨ㦂࠺⾜ࢆබ┈ἲேࢆ᪂࡟ࡓタ⨨࡜ࡇࡿࡍ

 ࠋ࠺ࢁ࠶࡛ࡿࢀࡽ࠼⪄ࡶ

ᚰ⌮ኈ㸦་⒪ᚰ⌮㸧ࠖ⬟⫋ࠕࡿࡍᚑ஦࡟་⒪㡿ᇦࠊࡋࡔࡓ  ၥ㢟ࡢ་⒪ἲไୖࠊࡣ࡟ሙྜࡢ

㣴ࠊⅬ࡛࠺࠸࡜ᑓ㛛⬟⫋ࡿࡅ࠾࡟་⒪ࠊሙྜࡢࡇࠋࡿ࡞࡟ㄆᐃࡿࡼ࡟⮧ཌ⏕ປാ኱ࠊࡽ࠿

ᡂᩍ⫱࣒࢝ࣜ࢟ࣗࣛࠊࡣ࡟ᚰ⌮Ꮫᩍ⫱ࡢᇶ‽࣒࢝ࣜ࢟ࣗࣛࡢ௚ࠊ࡟་⒪ࡸಖ೺࡟㛵ࡿࢃ⫋

⬟ᑓ㛛▱㆑ࡢ⩦ᚓࡀᚲせ࡛ࠋࡿ࠶ᚑࠊ࡚ࡗ㈨᱁ヨ㦂ࡢฟ㢟⠊ᅖࡢ⩌┠⛉ࡢࡽࢀࡇࡶෆᐜ࡟

౫Ꮡࠊ࡛ࡢࡿࡍᩍ⫱ㄢ⛬ㄆドᶵ㛵ࡸヨ㦂ᶵ㛵ࠊࡶ࡚࠸ࡘ࡟་⒪ࡸಖ೺㡿ᇦࡢᏛ༠఍ࡢ༠ຊ

࡚࠸ࡘ࡟➼┠⛉ヨ㦂࡟ࡧ㣴ᡂᩍ⫱୪ࡢᚰ⌮ኈ⬟⫋ࡿࡍᚑ஦࡟་⒪㡿ᇦࡢࡇࠋࡿ࠶ᚲせ࡛ࡀ

ᚰ⌮Ꮫศ⛉఍࡜೺ᗣ࣭་⒪ࠕࡢ᪥ᮏᏛ⾡఍㆟ࠊࡣ Ⅼࡢࡇࠋࡿࡍ࡜࡜ࡇࡿࡡጤ࡟ᑂ㆟⤖ᯝࡢࠖ

ᚰ⌮ኈ㸦་⒪ᚰ⌮㸧ࠖ⬟⫋ࠕࠊ࡜ࡿࡍ៖⪄ࢆ ゝㄒ⫈ぬኈᅜᐙࠊࡣ࡚ࡋ࡜ᶵ㛵ࡢᅜ㈨᱁ヨ㦂ࡢ

ヨ㦂ࢆᢸᙜࡿ࠸࡚ࡋ་⒪◊ಟ᥎㐍㈈ᅋ➼࡟౫㢗ࡢࡇࠋࡿࢀࡽ࠼⪄ࡶ࡜ࡇࡿࡍሙྜࠊ♫ᅋἲ

ே᪥ᮏᚰ⌮Ꮫ఍ࡀᚰ⌮Ꮫᩍ⫱ࡢ❧ሙࡽ࠿ヨ㦂ጤဨࡢᥦ౪࠺࠸࡜༠ຊࡿࡍࢆᚲせࠋ࠺ࢁ࠶ࡀ 

 

  ௒᪥ᡃࠊ ࠋࡿ࠸࡛ࢇ㐍ࡀῶ⾶໬ࡢ⤎ࡢᐙ᪘࣭ᆅᇦ♫఍ࡸపୗࡢࣝࣛࣔࡢࠎேࠊࡣᅜ࡛ࡀ

ࡗ࡞࡜ᅜẸⓗㄢ㢟ࡀၨⓎࡢព㆑ࣝࣛࣔࡸ⤎ࡢᚰࡢࠎேࠊࡽ࠿ほⅬࡢᏛ⛉ࡢᚰ࡚ࡋᑐ࡟ࢀࡑ

࡜㉁ྥୖࡢ⫱ᚰ⌮Ꮫᩍࡿࡅ࠾࡟⫱㧗➼ᩍࠊࡣᮏᑐእሗ࿌ࠊࡳ㚷࡟ἣ≦࡞࠺ࡼࡢࡇࠋࡿ࠸࡚



責 8 責 

࡜ⓗ⣲㣴▱ࡢᅜẸࠊ࡚ࡋ࡜᪥ᮏᏛ⾡఍㆟ࡿࡍ⾲௦ࢆᏛ⪅㞟ᅋ⛉ࡢᅜࡀᡃࠊࡃ࡞࡛ࡅࡔ࠺࠸

 ࠋࡿ࠸࡚ࡋᣦ┠ࡶ࡜ࡇࡿࡵ῝ࢆゎ⌮ࡢᅜẸࡃᗈ࡚࠸ࡘ࡟ᚰ⌮Ꮫࡢ࡚ࡋ

ࡍࠋࡿࢀࡽࡆ࠶ࡀ࡜ࡇ࠺⾜ࢆၨⓎࡢᚰ⌮Ꮫⓗ▱㆑࡚ࡋ௓ࢆ⫱ᩍࠊ࡚ࡋ࡜⟇᪉ࡢࡘ୍ࡢࡑ 

㈨࡟ゎ⌮ࡢᏛ⛉ࡢᚰࠊࡃ࡞࡛ࡅࡔࡿࡅ࡙⨨఩࡚ࡋ࡜ᑓ㛛ศ㔝ࡢ⫱㧗➼ᩍࢆᚰ⌮Ꮫࠊࡕࢃ࡞

ၥ㢟ࡸே㛫⌮ゎࠊࡋᑟධ࡟⫱୰➼ᩍࢆᚰ⌮Ꮫࡣ࡟ᑗ᮶ⓗࠊ࡚ࡋ࡜┠⛉⛉ᩍࡢ⫱Ꮫᰯᩍࡿࡍ

ゎỴࡢࡵࡓࡢᚰࡢ⛉Ꮫࡢᬛࢆᩍࡣ࡜ࡇࡿ࠼ព⩏࡟࡛ࡍࠋࡿ࠼⪄࡜ࡿ࠶ࡀḢ⡿ㅖᅜ࡛ࠊࡣ୰

➼ᩍ⫱ࡢᩍ⛉⛉┠࡟ᚰ⌮Ꮫࡀᑟධࠊࡣࢀࡇࠋࡿ࠸࡚ࢀࡉᩍ⫱ࢆ㏻࡚ࡋ⌧௦ᚰ⌮Ꮫࡽ࠿ᚰࡢ

ṇ࠸ࡋ⌮ゎಁࢆ㐍࠺࠸࡜ࡿࡍどⅬ࡛ྛࠊᅜࡢᚰ⌮Ꮫ఍ࡢࢀࡒࢀࡑࡀᨻᗓᩍ⫱ᶵ㛵࡟ാ࠿ࡁ

 ࠋࡿ࠶ၥ㢟࡛ࡁ࡭ࡄᛴࡣᑟධࡢ࡬⫱୰➼ᩍࡢ⫱ᚰ⌮Ꮫᩍࠊࡶࡽ࠿Ⅼࡢࡇࠋࡿ࠶ᯝ࡛⤖ࡓࡅ

 

 

 ᚰ⌮Ꮫ࣭ ᩍ⫱Ꮫጤဨ఍ᚰ⌮Ꮫᩍ⫱᳨࣒ࣛࢢࣟࣉウศ⛉఍ࡧࡼ࠾೺ᗣ࣭ ་⒪࡜ᚰ⌮Ꮫศ⛉఍

ྵࢆ᪉ࡾ࠶ࡢ⫱ᩍ⬟⫋ࡿࡅ࠾࡟⫱㧗➼ᩍࠊࡽ࠿ほⅬ࠺࠸࡜ࢆ㉁ⓗಖドࡢ⫱Ꮫኈㄢ⛬ᩍࠊࡣ

ࡘ࡟㈨᱁ไᗘ࡟ࡧᩍ⫱ㄢ⛬୪ࡢࡑࠊࡵࡓࡢᨵၿ࣭Ⓨᒎࡢ⫱ᚰ⌮Ꮫᩍࡿࡅ࠾࡟⛬Ꮫኈㄢࡓࡵ

ࢀࡽࡵ࡜ࡲ࡟㸰Ⅼࡢ௨ୗࡣࡽࢀࡇࠋࡿ࠸࡚ࡋษᮃࢆ⌧ᐇࡢ┠㸴㡯ࡓࡁ࡚࡭㏙࡟࡛ࡍࠊ࡚࠸

఍ⓗ㈉♫ࠊᏛၥⓗࡢᅜᚰ⌮Ꮫࡀᡃࠊࡣ⌧ᐇ࡞᪩ᛴࡢ┠㡯ࡢࡽࢀࡇࠊࡣ࡚ࡋ࡜୧ศ⛉఍ࠋࡿ

Ꮫ༠఍➼㛵ಀྛ࡟ࡧᅜ୪ࠊ࠼⪄࡜ࡿࡵ῝ࢆᅜẸ⌮ゎࡿࡍᑐ࡟ᚰ⌮Ꮫࠊ࡟ࡶ࡜࡜ࡿࡍ㈨࡟⫣

᪉㠃࡟᪩ᛴ࡞ᐇ⌧ࢆせᮃࠋࡿ࠶࡛ࡢࡶࡿࡍ 

㸯㸬኱ᏛᏛ㒊ࡢᚰ⌮Ꮫᑓ㛛ᩍ⫱ࡢ㉁ⓗྥୖࠊࡵࡓࡢᇶ‽࣒࢝ࣜ࢟ࣗࣛࡢタᐃࡢ┠⛉ྛࠊᏛ

⩦┠ᶆࠊᏛ⩦ᡂᯝࡢᇶ‽᫂ࡢ☜໬ࠊᑓ㛛ᩍ⫱ࡢ➨୕⪅ㄆドホ౯ࡢ⩏ົ௜ࢆࡅᅗࠊࡾᏛኈ

ຊࡢᐇ㉁໬ࢆ᥎㐍ࠋࡿࡍ 

㸰㸬♫఍⏕ά඲⯡ࡿࡓࢃ࡟ᚰ⌮Ꮫࡢ᭷ຠᛶࢆ㧗ࠊࡵᚰ⌮Ꮫᑓᨷ⏕ࡍ❧☜ࢆࢫࣃ࢔ࣜࣕ࢟ࡢ

 ࠋࡿᅗࢆᚰ⌮ኈࠖᅜ㈨᱁ไᗘ໬⬟⫋ࠕ࡜⛬㣴ᡂᩍ⫱ㄢࡢ⫋ᚰ⌮Ꮫᑓ㛛ࠊࡵࡓࡿ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



責 重 責 

 

          ⾲1 ᚰ⌮Ꮫᩍ⫱ࡢᇶ‽࢝ࣜ࢟ࣗࣛ  ࣒
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  㸯. ᑓ㛛ⓗᇶ♏▱㆑ࡢㄝ᫂ࡿࡁ࡛ࡀ        㸴. ᝟ሗᢏ⾡ࡸ᝟ሗฎ⌮ࢆ࣮ࢩࣛࢸࣜࡢᣢࡘ 

  㸰. ◊✲ἲࡢ⌮ゎ࡜㐺⏝ࡿࡁ࡛ࡀ         㸵. ຠᯝⓗࣥࣙࢩ࣮ࢣࢽ࣑ࣗࢥᢏ⾡ࢆ⋓ᚓࡿࡍ 

  㸱. ᢈุⓗ࣭๰㐀ⓗ࡞ㄽ⌮ᛮ⪃ࢆᙧᡂࡿࡍ    㸶. ♫఍ᩥ໬ⓗࠊᅜ㝿ⓗព㆑ࢆᙧᡂࡿࡍ    

㸲. ᚰ⌮Ꮫࡢᐇ㝿ᛂ⏝࡜⌮ゎࡿࡁ࡛ࡀ      㸷. ᚰ⌮Ꮫࢆ㏻࡚ࡋಶேⓗᡂ㛗ࡿࡆ࡜ࢆ 

  㸳. ᚰ⌮Ꮫ࡟㛵ࡿࢃ౯್ほࢆᙧᡂ࢔ࣜࣕ࢟ .10       ࡿࡍィ⏬࢔ࣜࣕ࢟࡜㛤Ⓨࡢᢏ⬟ࢆ⩦ᚓࡿࡍ 

  

  

 1-1ཎ⌮ࡸ⌮ㄽ࡟ᇶ࡙ࡁᚰ⌮Ꮫࢆグ㏙࡛ࡽ࠿✲◊ࡢ✀1ྛ-6    ࡿࡁᚓࡓࢀࡽ᝟ሗࡢ㐺ษᛶࢆグ㏙ࡿࡍ 

 1-2ᚰ⌮Ꮫ㡿ᇦࡢ⠊ᅖࢆࡉ῝ࡸ⌮ゎ2-6      ࡿࡍ⌮ゎ࠸᫆ࡋሗ࿌ࡵࡓࡢ㐺ษࢱ࣮ࢹ࡞ฎ⌮ἲࢆ౑⏝ࡿࡍ 

 1-3ᚰ⌮ⓗ⌧㇟ࢆᴫᛕࠊ⌮ㄽࠊᑓ㛛⏝ㄒ࡛ㄝ᫂3-6 ࡿࡍ᝟ሗࡸฎ⌮ᢏἲࢆ೔⌮ほࡸ㈐௵ឤ࡟ᚑ࠸౑⏝ࡿࡍ 

 1-4⌧௦ࡢᚰ⌮Ꮫࡢ୺せ࡞㡿ᇦࢆㄝ᫂ࡢࢱ࣮ࣗࣆࣥࢥ4-6     ࡿࡍ౑⏝ἲࢆ♧⠊ࡿࡍ 

  

 2-1⛉Ꮫࡢ࡚ࡋ࡜ᚰ⌮Ꮫࡢᇶᮏ≉ᛶࢆグ㏙ࢆࣝ࢖ࢱࢫ❶ᩥ࡞ࠎ✀1-7   ࡿࡍຠᯝⓗ࡞グ㏙ᢏἲ࡛⾲⌧࡛ࡿࡁ 

 2-2ᚰ⌮Ꮫࡀ౑⏝࡞ࠎ✀ࡿࡍ◊✲ἲࢆㄝ᫂ࡸ✲◊2-7   ࡿࡍウㄽ࡛ࡢຠᯝⓗⓎ⾲ᢏ⬟ࢆ⩦ᚓࡿࡍ 
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